
 

第６節 救急医療 

 

 

 

 

 

１ 宮城県の救急医療の現状 

（１）病院収容所要時間の状況 
● 平成２８（２０１６）年中の１１９番通報から現場到着までの平均時間は８．５分で，全国平均と同じ所

要時間となっています。また，救急車による１１９番通報から医療機関等への平均収容所要時間は 

４１．１分と，全国平均３９．３分を上回っています。前者は横ばい傾向で，後者は近年減少傾向にあり

ますが，全国平均と比較すると時間を要していることから，救急患者の受入病院の確保や搬送時間の短縮

が課題になっています。 
 

【図表５－２－６－１】救急医療統計 

（a）１１９番通報から現場到着ま

での平均時間（分） 

（ｂ）１１９番通報から医療機関等

への平均収容時間（分） 
（ｂ）―（a）（分） 

宮城県平均 全国平均 宮城県平均 全国平均 宮城県平均 全国平均 

平成２６年 8.6 8.6 42.8 39.4 34.2 30.8 

平成２７年 8.6 8.6 42.5 39.4 33.9 30.8 

平成２８年 8.5 8.5 41.1 39.3 32.6 30.8 

出典：「救急・救助の現況」（総務省消防庁） 

 

２ 医療提供体制の現状と課題 

（１）救急医療体制 
● 初期救急医療は，在宅当番医制と休日・夜間急患センターで対応していますが，平日夜間及び休日の初期

救急医療体制が整備されていない地域があります。また，曜日，時間帯や初期救急医療機関の診療科など

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

より質の高い救急医療を提供するため，地域の救急医療機関が連携し，全ての救急患者に対応できる救急医療体

制の構築を目指し，以下に掲げる取組を進めます。 

● 初期救急医療体制については，地域の救急医療資源の実情に応じた平日夜間及び休日の初期救急医療体制整備

を支援し，また，かかりつけ医等による救急患者の受入れを促進します。 

● 二次救急医療体制については，病院群輪番制の機能を強化し，後方病床の確保，医師が診療可能な領域の拡大

を図ります。 

● 三次救急医療体制については，救急科専門医を養成し，救急医療機関に配置するほか，救命救急センターの安

定的運営の確保に努めます。 

● 初期，二次及び三次の各救急医療の機能に応じた医療機関の役割分担の進展に努めます。 

● ドクターヘリについては，基地病院及び消防機関等と連携しながら，安全かつ効果的な運用に取り組みます。 

● 救急医療情報システムについて即時性のある情報提供体制を構築します。 

● 県民に対して，救急医療機関の適正な利用の啓発を行います。 
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により，二次及び三次救急医療機関に，軽症患者が直接受診することもあり，結果として，二次及び三次

救急医療機関が本来担うべき救急医療に支障を来す可能性も指摘されているところです。今後も軽症患者

の救急需要の増大が予想される中，地域の実情に応じた初期救急医療の構築を進める必要があります。 
● 二次救急医療は，救急告示医療機関と病院群輪番制医療機関で対応しています。本県では救急告示医療機

関の数は全国平均程度の水準ですが（平成２９（２０１７）年１０月１日現在で７４機関），一方で，病

院群輪番制が実施されている地域においても，夜間の救急医療体制の維持に苦労している状況にあります。 
● 三次救急医療は，東北大学病院高度救命救急センターと仙台医療センター，仙台市立病院，大崎市民病院，

石巻赤十字病院及びみやぎ県南中核病院の各救命救急センターで対応しており，全ての二次医療圏で救命

救急センターが設置されています。 
● 救命救急センターは６施設ありますが，それぞれの救命救急センターの特徴を活かした役割分担と連携，

救命救急センター機能を有効に活用するための二次救急医療体制の整備が求められます。 
● なお，仙台市立病院では平成１７（２００５）年度から医師が同乗するドクターカー事業を開始し，平成

１８（２００６）年度より２４時間体制で運用を行っています。石巻赤十字病院においても平成２５ 

（２０１３）年度からドクターカーが導入されており，県内では２つの施設で運用されています。 
● 知事の諮問機関である宮城県救急医療協議会では，救急搬送時間の短縮など本県の救急医療体制の充実強

化に関する重要事項について，継続して，調査審議しています。 
 

（２）救急搬送体制 

① 消防による救急業務の高度化 

● 救急隊に配属されている救急救命士は県内で４２９人（平成２９（２０１７）年４月現在）いますが，配

置については地域差があります。 

● 救命率の更なる向上を図るため，救急救命士の養成促進，処置範囲の拡大，メディカルコントロール体制

の整備等が図られています。 

● 常時指示体制の充実，救急救命士の資質向上に向けた研修体制の確保等，メディカルコントロール体制の

更なる充実が求められています。平成２９（２０１７）年４月現在，県内には１１５台の救急自動車が配

置されており，その内１１４台（９９．１％）は高規格救急自動車です。今後配置される救急自動車につ

いても，高規格救急自動車が望まれます。 

● 宮城県は平成２３（２０１１）年６月に消防機関と医療機関の連携体制を強化し，傷病者の状況に応じた

適切な搬送及び受入体制を構築するため「救急搬送実施基準」を定め，その後も，診療分野別に見直しを

図っており，平成２９（２０１７）年１２月に，脳卒中に関する基準の作成や医療機関リストの更新など，

改正を行っています。 

② 病院前救護体制の充実 

● 脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患などでは，受診すべきかどうか判断できず様子を見てしまい，治療が遅

れるなど初動に課題があります。まずは，脳卒中ではないかと疑うことが大変重要であり，救急隊連絡ま

での時間を短縮するために，医療機関の協力を得て，救急医療に関する県民への啓発が必要です。 

● 脳血管疾患や循環器疾患，多発外傷等一刻を争う重篤患者については現場での蘇生処置が極めて重要であ

り，県民などのバイスタンダー（現場に居合わせた人）に対する心肺蘇生法の知識や自動体外式除細動器

（ＡＥＤ）の普及が求められています。 

● また，救急救命士については，医師の包括的指示下での除細動，医師の具体的指示による気管挿管や薬剤

投与，心肺機能停止前の輸液など，処置範囲が拡大されたことに伴い，病院前救護体制を質的に保障する

メディカルコントロール体制の充実が求められています。 

 

（３）救急医療情報システム 

● 宮城県地域医療情報センターの救急医療情報システムが web 化されています。刻々と変化する急性期病

院や救命救急センターの空床情報や受入可否についていかにして即時性を反映させるかが課題となってい

ます。さらに利便性が高まるように，救急隊が搬送情報を照会し，情報を共有するなど継続的な改善を図

っていく必要があります。 
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（４）ドクターヘリの安全かつ効果的な運用 

● 平成２８（２０１６）年１０月から，「宮城県ドクターヘリ」の運用を開始しました。県内全域をほぼ 

３０分でカバーし，早期の医療提供により救命率の向上に努め，基地病院，消防機関及び医療機関等と連

携しながら，安全かつ安定的な運用体制を確保しています。ドクターヘリをより効果的に運用していくた

め，症例検討や啓発活動等の取組を継続して実施していく必要があります。 

 

（５）急性期を乗り越えた患者の転・退院 

● 重度の後遺症等により，急性期以降のケアを担う医療機関への転院や退院が円滑に進まないため，救急医

療機関（特に救命救急センター）が救急患者を受入れられないという点が指摘されています。 

● 急性期以降や慢性期治療を担う医療機関，自宅，介護施設への円滑な転・退院を行うため，一層の機能分

担を進めるとともに，急性期医療機関は，急性期・回復期医療機関から在宅・施設まで，患者のニーズに

合わせてあらゆる機関へ退院調整できるように地域連携室の退院調整機能を強化するとともに，急性期病

院以外の各医療機関間や介護・福祉施設等においても入退院・入退所調整機能を強化していくことが必要

です。 

 

３ 救急医療体制に関する知識の普及 

● 近年，症状が軽い場合でも，安易に救急車を利用したり，いつでも受診が可能ということで，時間外に救

急医療機関を訪れる患者が増えています。本来，一刻を争うような重症の傷病者の救命を使命とする救急

隊，救急医療機関においては，軽症者への対応が過重となり，救命活動・救命治療に支障を来しているこ

とから，県民の救急医療への理解とその適正な利用が求められています。 

● また，救急医療機関の適正利用の推進のため，救急電話相談窓口として，「こども夜間安心コール」に加

え，平成２９（２０１７）年１０月から，「おとな救急電話相談」を実施しています。 

 

４ 精神科救急医療体制の整備 

● 精神症状が急激に悪化するなど，緊急な医療を必要とする方のため，宮城県立精神医療センターや精神科

救急医療参加病院等で夜間・休日に対応できる体制を整備しています。 

● 精神科救急情報センターや精神医療相談窓口を設置し，適切な医療を提供するための判断・調整や適正な

助言・指導等を行っています。 

● 現在の宮城県立精神医療センターや精神科救急医療参加病院による精神科救急医療体制を拡充し，緊急な

医療を必要とされる方が円滑に治療を受けられるよう２４時間３６５日体制の整備が必要となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第５編　第２章　第６節　救急医療

124



 

 【
図

表
５

－
２

－
６

－
２

】
二

次
医

療
圏

別
救

急
医

療
体

制
（

休
日

等
対

応
状

況
別

）
（
平
成
2
9
(
2
0
1
7
)
年
1
0
月
1
日

現
在
）

名
　
　
称

運
営
形
態

運
営
開
始
年
月

日
病
床
数

名
取

名
取
市
休
日

夜
間
急
患
セ
ン
タ
ー

○
○

岩
沼

2
3

☆
総

合
南
東
北
病
院

亘
理

1
6

仙
台
医
療
セ
ン

タ
ー

併
設
型

仙
台
市
急
患

セ
ン
タ
ー

○
○

○
　
昭
和
5
3
年
4
月

1
日

1
8
床

仙
台
市
北
部

急
患
診
療
所

○
○

○

仙
台
市
夜
間

休
日
こ
ど
も
急
病
診

療
所

○
○

○
仙
台
市
立
病

院
併
設
型

広
南
休
日
内

科
小
児
科
診
療
所

●
　
平
成
3
年
4
月

2
4
日

4
0
床

泉
地
区
休
日

診
療
所

●

東
北
大
学
病

院
併
設
型

☆
赤

石
病
院

☆
坂

総
合
病
院

☆
塩

竈
市
立
病
院

☆
仙

塩
利
府
病
院

☆
松
島
病
院

☆
宮
城
利
府
掖
済
会
病

院
仙

塩
総
合
病
院

　
平
成
1
8
年
1
0
月
1
日

2
0
床

大
崎
市
民
病

院
併
設
型

　
平
成
6
年
7
月

1
日

3
0
床

☆
栗

原
中
央
病
院

石
巻
赤
十
字
病

院
併
設
型

　
平
成
2
1
年
7
月

1
日

2
4
床

☆
登

米
市
民
病
院

☆
猪

苗
代
病
院

☆
気

仙
沼
市
立
病
院

☆
南
三
陸
病
院

7
4
医

療
機

関

（
注

）
１

．
広

南
休

日
内

科
小

児
科

診
療

所
及

び
泉

地
区

休
日

診
療

所
の

●
表

示
は

，
日

・
祝

の
み

の
実

施
。

２
．

塩
釜

地
区

休
日

急
患

診
療

セ
ン

タ
ー

の
△

表
示

は
，

土
曜

日
（

午
後

7
時

か
ら

午
後

1
0
時

ま
で

小
児

科
の

み
）

の
実

施
。

３
．

塩
釜

地
区

休
日

急
患

診
療

セ
ン

タ
ー

の
▲

表
示

は
，

日
・

祝
の

み
の

実
施

。

４
．

大
崎

市
夜

間
急

患
セ

ン
タ

ー
の

□
表

示
は

，
土

曜
日

（
午

後
3
時

～
午

後
1
0
時

）
の

実
施

。

５
．

病
院

群
輪

番
制

の
※

表
示

は
，

日
・

祝
の

み
の

実
施

。

６
．

二
次

救
急

医
療

体
制

の
名

取
・

岩
沼

地
域

に
つ

い
て

，
輪

番
制

は
実

施
し

て
い

な
い

が
，

総
合

南
東

北
病

院
が

対
応

し
て

い
る

。

７
．

二
次

救
急

医
療

体
制

の
栗

原
地

域
に

つ
い

て
，

輪
番

制
は

実
施

し
て

い
な

い
が

，
栗

原
中

央
病

院
が

対
応

し
て

い
る

。

８
．

二
次

救
急

医
療

体
制

の
登

米
地

域
に

つ
い

て
，

輪
番

制
は

実
施

し
て

い
な

い
が

，
登

米
市

民
病

院
が

対
応

し
て

い
る

。

○ ※
登
米

2
5

石
巻
市
夜
間

急
患
セ
ン
タ
ー

桃
生

2
3

○

○
○

○
○

　
在

宅
当

番
医

制
参

加
　

　
　

　
4
4
9
医

療
機

関
　

休
日

・
夜

間
急

患
セ

ン
タ

ー
　

　
 
　

1
1
施

設
病

院
群

輪
番

制
参

加
　

　
　

　
5
3
医

療
機

関
6
医

療
機

関

石
巻
・
登
米
・

気
仙

沼
医

療
圏

○

☆
石

巻
市
立
病
院

☆
石

巻
市
立
牡
鹿
病
院

☆
石

巻
赤
十
字
病
院

☆
女

川
町
地
域
医
療
セ
ン

タ
ー

☆
齋
藤
病
院

☆
仙
石
病
院

☆
真
壁
病
院

気
仙

沼
地

域
（

3
医

療
機

関
）

 

○

石
巻

3
5

石
巻

地
域

（
7
医

療
機

関
)
 

○ ○ ※

栗
原

3
3

栗
原

地
域

（
1
医

療
機

関
で

対
応

）
 

1
3

登
米

地
域

（
１

医
療

機
関

で
対

応
）

 

気
仙
沼

1
9

○
○

○

1
6

大
崎

地
域

（
1
4
医

療
機

関
）

○ ※

○ ※

☆
大

崎
市
民
病
院

☆
徳

永
整
形
外
科
病
院

☆
古

川
星
陵
病
院

永
仁

会
病
院

片
倉

病
院

佐
藤

病
院

三
浦

病
院

☆
大
崎
市
民
病
院
岩
出

山
分
院

☆
大
崎
市
民
病
院
鹿
島

台
分
院

☆
大
崎
市
民
病
院
鳴
子

温
泉
分
院

☆
公
立
加
美
病
院

☆
美
里
町
立
南
郷
病
院

☆
涌
谷
町
国
民
健
康
保

険
病
院

　
野
崎
病
院

○

大
崎

・
栗

原
医

療
圏

大
崎

3
7

大
崎
市
夜
間

急
患
セ
ン
タ
ー

□
□

加
美

2
0

遠
田

1
2

△

塩
釜

地
域

（
7
医

療
機

関
）

○ ※

黒
川
地
区

黒
川

3
6

3
7

名
取

・
岩

沼
・

亘
理

地
域

（
1
医

療
機

関
で

対
応

）

○ ○
○

○

☆
伊

藤
病
院

☆
J
C
H
O
仙
台
病
院

☆
Ｊ

Ｒ
仙
台
病
院

☆
仙

台
オ
ー
プ
ン
病
院

☆
仙

台
赤
十
字
病
院

☆
仙
台
徳
洲
会
病
院

☆
東
北
公
済
病
院

☆
東
北
労
災
病
院

☆
中
嶋
病
院

ほ
か
1
1
病
院
（
協
力
病

院
）

塩
釜
地
区

塩
釜

塩
釜
地
区
休

日
急
患
診
療
セ
ン
タ

ー
▲

○
○

岩
沼
・
亘
理

地
区
平
日
夜
間
初
期

救
急
外
来

○

仙
台

地
域

 
 
（

当
番

 
9
医

療
機

関
，

協
力

 
1
1
医

療
機

関
 
）

角
田

1
5

柴
田

2
8

仙
台

名
取
地
区

岩
沼
地
区

亘
理
地
区

仙
台
市

仙
台

1
1
0

○
○

○
み
や
ぎ
県
南
中
核

病
院

平
成
2
6
年
7
月

1
日

併
設

型
1
2
床

☆
公

立
刈
田
綜
合
病
院

☆
み

や
ぎ
県
南
中
核
病
院

救
命
救

急
セ
ン
タ
ー

仙
南

白
石

1
7

仙
南
夜
間
初

期
急
患
セ
ン
タ
ー

○
8

仙
南

地
域

 
(
2
医

療
機

関
）

 

平
日

夜
間

救
急

告
示

医
療

機
関

病
院
群
輪
番
制
参
加
医

療
機
関

（
☆
印
は
救
急
告
示
医

療
機
関
）

休
日

昼
間

休
日

夜
間

平
日

夜
間

　

二
　
次

医
療
圏

郡
市

医
師
会

名

初
期

救
急

医
療

体
制

二
次

救
急

医
療

体
制

三
次

救
急

医
療

体
制

在
宅
当
番
医
制

実
施

機
関

数
休
日
・

夜
間
急
患
セ
ン
タ
ー

休
日

昼
間

休
日

夜
間

第５編　第２章　第６節　救急医療

125



 

 

 

 

【図表５－２－６－３】 

 

 
 

～ 救命救急センター

～ 二次 救急医療 機関（告示＋ 輪番制 参加病院） 

～ 休日・夜間急患センター 

１ ６ 

1 11

1 80 

4 

3

2 

5 

6 

2 

6 4 

5 

7

8 
9

11

1 8～

9 46 ～

47 67 ～ 68 80 ～

3 

1

10 

1 1 

大崎・栗原医療圏 

石巻・登米・気仙沼医療圏 

仙台医療圏 

仙南医療圏 

救急医療機能の現況 

出典：県保健福祉部調査（平成29（2017）年10月

1日現在） 
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【図表５－２－６－４】救命救急センター（平成2９（２０１７）年１０月1 日現在） 

表示
No

表示
No

みやぎ県南中核病院救命救急センター（Ｈ２６.７運営開始）

仙台医療センター救命救急センター（Ｓ５３.４運営開始）

仙台市立病院救命救急センター（Ｈ３.４運営開始）

東北大学病院高度救命救急センター（Ｈ１８.１０運営開始）

大崎市民病院救命救急センター（Ｈ６.７運営開始）

６医療機関

石巻赤十字病院救命救急センター（Ｈ２１.７運営開始）

医療機関名 医療機関名

 
 

【図表５－２－６－５】二次救急医療機関（平成2９（２０１７）年１０月1 日現在） 

二次医 
療圏名 

表示 
No 医療機関名 輪番 

参加 
救急
告示 

二次医 
療圏名 

表示
No 医療機関名 輪番 

参加 
救急 
告示 

仙 南 

医療圏 

１ 大泉記念病院  ○  

大 崎 
・ 

栗 原 
 

医療圏 

４７ 大崎市民病院 ○ ○ 

２ 公立刈田綜合病院 ○ ○ ４８ 徳永整形外科病院 ○ ○ 

３ 蔵王町国民健康保険蔵王病院  ○ ４９ 古川星陵病院 ○ ○ 

４  ○  院病主民川古 ０５ ○ ○ 院病核中南県ぎやみ

５   ○ 院病会仁永 １５ ○  院病崎川険保康健民国

６   ○ 院病倉片 ２５ ○  院病森丸険保康健民国町森丸

７   ○ 院病藤佐 ３５ ○  院医科外・科外形整米登

８   ○ 院病浦三 ４５ ○  院病上金

仙 台 

医療圏 

９ 総合南東北病院  ○ ５５ みやぎ北部循環器科  ○ 

１０  ○ ○ 院分山出岩院病民市崎大 ６５ ○  院医科外田平

１１  ○ ○ 院分台島鹿院病民市崎大 ７５ ○  院病城宮

１２  ○ ○ 院分泉温子鳴院病民市崎大 ８５ ○ ○ 院病藤伊

１３ イムス明理会仙台総合病院  ○ ５９ 公立加美病院 ○ ○ 

１４  ○  院病堂泉東 ０６ ○ ○ 院病台仙ＲＪ

１５ ＪＣＨＯ仙台病院 ○ ○ ６１ 涌谷町国民健康保険病院 ○ ○ 

１６   ○ 院病崎野 ２６ ○  院病生厚台仙

１７ 東北公済病院 ○ ○ ６３ 美里町立南郷病院 ○ ○ 

１８  ○  院病駒栗立市原栗 ４６ ○  院病学大北東

１９ 東北労災病院 ○ ○ ６５ 栗原市立栗原中央病院  ○ 

２０ 仙台医療センター  ○ ６６ 栗原市立若柳病院  ○ 

２１ 仙台オープン病院 ○ ○ ６７ 宮城県立循環器・呼吸器病センター  ○ 

２２ 仙台東脳神経外科病院  ○ 

石 巻 
・ 

登 米 
・ 

気仙沼 
 

医療圏 

６８ 石巻市立病院 ○ ○ 

２３ 東北医科薬科大学病院  ○ ６９ 石巻市立牡鹿病院 ○ ○ 

２４  ○ ○ 院病字十赤巻石 ０７ ○ ○ 院病嶋中

２５ 光ヶ丘スペルマン病院  ○ ７１ 女川町地域医療センター ○ ○ 

２６  ○ ○ 院病藤齋 ２７ ○  院病田安

２７  ○ ○ 院病石仙 ３７ ○  院病町原河

２８  ○ ○ 院病壁真 ４７ ○  院病林若 学大科薬科医北東

２９  ○  院病民市米登立市米登 ５７ ○  院病南広

３０ ＪＣＨＯ仙台南病院  ○ ７６ 登米市立豊里病院  ○ 

３１  ○  院病谷米立市米登 ７７ ○  院病立市台仙

３２  ○ ○ 院病代苗猪 ８７ ○ ○ 院病字十赤台仙

３３  ○ ○ 院病立市沼仙気 ９７ ○  院病泉

３４  ○ ○ 院病陸三南 ０８ ○  院病科外形整泉

３５ 仙台循環器病センター  ○ ８０医療機関 42 7４ 

３６ 仙台徳洲会病院 ○ ○ 

３７ 仙台北部整形外科  ○ 

３８  ○  院病田松

３９  ○ ○ 院病石赤

４０  ○ ○ 院病合総坂

４１ 塩竈市立病院 ○ ○ 

４２ 仙塩総合病院 ○  

４３ 仙塩利府病院 ○ ○ 

４４  ○ ○ 院病島松

４５ 宮城利府掖済会病院 ○ ○ 

４６  ○  院病川黒立公

 

※仙台市内においては，上記以外に当番制協力病院として１１病院が参加している。 

 

 

1 

3 

4 

5 

6 

2 
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【図表５－２－６－６】休日・夜間急患センター（平成2９（２０１７）年１０月1 日現在） 

医療機関名 No 医療機関名 No 

 ⑦ 所療診科児小科内日休南広 ① ータンセ患急期初間夜南仙

 ⑧ 所療診日休区地泉 ② ータンセ患急間夜日休市取名

岩沼・亘理地区平日夜間初期救急外来 

（総合南東北病院内） 
③ 塩釜地区休日急患診療センター ⑨ 

 ⑩ ータンセ患急間夜市崎大 ④ ータンセ患急市台仙

 ⑪ ータンセ患急間夜市巻石 ⑤ 所療診患急部北市台仙

 関機療医１1 ⑥ 所療診病急もどこ日休間夜市台仙

 

 

 

１ 病院前救護の促進 

● 一般市民による救急処置と判断に関する知識の普及に努めます。脳卒中や心筋梗塞等の心血管疾患である

ことを認識すること，緊急性のある疾患であることを知ってもらうこと，また，ＡＣＳ＊１，ＣＰＡ＊２に

対する応急処置と一次救命処置を体得してもらい，地域住民による病院前救護活動への参加を促進するこ

とに加え，救急医療への理解について啓発活動に努めます。 
● また，「こども夜間安心コール」に加え，「おとな救急電話相談」を実施することにより，県民からの急な

病気やけがに対する相談に対し，医療スタッフが助言することで，救急車や医療機関の適正利用の促進や

救命率の向上に努めます。 

 

２ 救急医療体制の強化 

● 夜間及び休日の初期救急医療体制が整備されていない地域においては，休日・夜間急患センター的役割を

果たす初期救急医療体制の整備について，市町村や地域の医師会との調整を支援します。 
● 初期救急と二次救急及び三次救急の機能分担を明確にし，患者の受入支援を進めるとともに，２４時間の

救急医療を担う高次の救急医療機能を持つ地域医療支援病院や地域の中核的な病院の救急医療体制の整備

を促進します。 
● 地域の医療体制に応じた機能分担と集約体制，更に三次救急医療に関する医療圏を越えた急性期連携体制

を構築していきます。 
● 東北大学病院高度救命救急センターの人材育成機能を活用し救急科専門医の養成を行い，救命救急センタ

ーの機能分担に応じて，バランスのとれた配置を目指します。また，二次救急医療の医師等を対象として，

専門領域を超える範囲の患者への対応力を高めるため，小児救急・外傷等に関する研修を実施するほか，

夜間などの救急医療体制を維持するための人材確保の支援に努めていきます。 
 

３ 救急医療情報システムの改修 

● 救急隊の照会・搬送情報のほか，医療機関の空床状況，受入れの可否や当直医等の情報がリアルタイムで

共有されるように救急医療情報システムを改修します。 
● 救急隊や医療機関での情報入力が即時に行えるよう，タブレットやスマートフォンの新規導入を図り，搬

送時間の短縮等に努めます。 
 

 

 

＊１ ＡＣＳ（急性冠症候群） 

心臓に酸素と栄養を供給している冠動脈にできた動脈硬化の粥腫（じゅくしゅ：血管壁の中に脂肪がたまって厚くなり粥状になったもの）の突

然の破たんにより形成された血栓により，冠動脈の血液が減少または途絶して起きる状態の総称です。ＡＣＳ自体は独立した疾患名ではなく，

臨床的に不安定狭心症，急性心筋梗塞，心臓突然死などの総称をいいます。 

＊２ ＣＰＡ 心肺停止状態をいいます。 

施策の方向 
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４ 救急搬送体制の充実 

● 現場到着から医療機関等への収容までの時間の短縮を図るため，医療機関との連携強化による迅速かつ円

滑な搬送体制の整備を推進し，救急隊に対する指示・指導・助言，救急救命士や一般救急隊員の再教育及

び救急活動の事後検証などメディカルコントロール体制の充実を図ります。 
● 離島や山間部における救急医療を充実させるため，ドクターヘリによる対応と県防災ヘリコプターの利用

促進により連携を図ります。 
● 救急搬送の実態の把握及び検証を踏まえ，「救急搬送実施基準」を見直し，より実効性のある救急搬送体

制の確保を図ります。 
 

５ 急性期後の医療体制の整備 

● 二次及び三次救急医療機関においては，入院初期から退院を視野に入れた診療計画を立て，退院調整機能

を強化し，急性期を脱した患者が，回復期・維持期医療を担う後方支援病院や有床診療所，あるいは在宅

や社会福祉施設等の療養の場に円滑に移行できるように支援します。 
● 重度の合併症，後遺症のある患者が，後方支援病院や有床診療所，介護施設・在宅で療養を行う際に，地

域において医療及び介護サービスが相互に連携できる体制を構築します。 
 

６ 救急医療機関の適正利用の普及 

● 救急患者が発生した現場での適切な手当が救命率の向上に有効なことを県民に周知し，救急医療への理解

に加え，応急手当や蘇生法等の知識の普及を推進します。 
● 県及び市町村は積極的に広報を行い，軽症患者は昼間受診することや救命救急センターは重篤救急患者に

対応するものであること等，救急医療機関の適切な利用について理解を求めます。 
 

７ ドクターヘリの安全かつ効果的な運用 

● ドクターヘリを安全かつ効果的に運用していくため，的確な要請や適切な搬送が行われるよう，基地病院，

消防機関及び搬送先医療機関などの関係機関とともに，症例検討の実施や啓発等の取組を実施します。 
● 救急現場のなるべく近くにドクターヘリを着陸させ，より早期の初期治療を開始するため，消防機関等と

連携し，ランデブーポイントの増設を進めます。 
 

８ 精神科救急医療体制の整備 

● 精神科病院・診療所等の医療機関と，警察や消防，保健所等の地域の関係機関との十分な連携・協力のも

とに，宮城県立精神医療センターや精神科救急医療参加病院等による２４時間３６５日の医療体制の整備

を進めます。 
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指  標 現  況 2023 年度末 出  典 

救急要請（覚知）から救急医療機

関への搬送までに要した平均時間 

41.1 分 

（全国 39.3 分） 
全国平均 

「平成 2９年版 救急・救助の現況」

（総務省消防庁） 

搬送先選定困難事例構成割合 

（照会回数4 回以上） 

〈重症以上傷病者〉 

6.7％ 

（全国 2.7％） 
全国平均 

「平成 27 年中の救急搬送における医療

機関の受入状況等実態調査の結果」（総

務省消防庁） 

搬送先選定困難事例構成割合 

（現場滞在時間30 分以上） 

〈重症以上傷病者〉 

10.9％ 

（全国 5.2％） 
全国平均 

「平成 27 年中の救急搬送における医療

機関の受入状況等実態調査の結果」（総

務省消防庁） 

救急科専門医数（人口10 万対） 
2.8 

（全国 3.1） 
全国平均 

「平成 2８年医師・歯科医師・薬剤師調

査」（厚生労働省） 

退院調整支援担当者数（病院）（人

口10 万対） 

6.3 

（全国 7.8） 
全国平均 

「平成 26 年医療施設（静態・動態）調

査」（厚生労働省） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜救急医療機関について＞ 

救急医療機関は，以下に分かれ，それぞれの役割に応じた機能の充実が求められています。 

 

・初期救急医療機関：軽度の救急患者への外来診療を担う医療機関 

・二次救急医療機関：入院を要する救急医療を担う医療機関 

・三次救急医療機関：重篤な患者に対して高度な医療を総合的に提供する医療機関 

 

＜おとな救急電話相談（＃７１１９）について＞ 

急な病気やけがで，すぐに救急車を呼ぶべきか，すぐに医療機関を受診すべきか，判断に迷ったときに，受 

診の必要性や対処方法等の適切な助言など，看護師が相談をお受けします。 

 

・相談受付時間  平日（月～金）：午後７時～翌午前８時 

         土   曜  日 ：午後２時～翌午前８時 

         日 曜 ・ 祝日 ：午前８時～翌午前８時 

・電話番号    ＃７１１９ 

（プッシュ回線以外の固定電話，ＰＨＳからは０２２－７０６－７１１９） 

数値目標 
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第７節 災害医療 

 

 

 

１ 宮城県の災害医療の現状 

（１）過去の災害発生状況 
● これまで，宮城県沖地震（昭和５３（１９７８）年），宮城県北部連続地震（平成１５（２００３）年），

岩手・宮城内陸地震（平成２０（２００８）年）などの大きな自然災害が発生し，宮城県沖地震の再来へ

の備えを進めていましたが，平成２３（２０１１）年にはこれまでの想定を大きく上回る規模の東日本大

震災が発生しました。 
● 岩手・宮城内陸地震及び東日本大震災では，県外から災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）が派遣され，急性

期の医療の確保に貢献しました。また，日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ），日本赤十字社をはじめ

とした県内外からの医療救護班が派遣され，避難者に対する巡回診療等を通じて，被災者に対する医療が

行われました。 
● 平成２８年熊本地震では，ＤＭＡＴをはじめ，多数の医療救護班が熊本県で活動しました。宮城県の災害

派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）とＪＭＡＴは初めて県外へ派遣されました。 
 

（２）災害拠点病院 
● 県では，１６の医療機関を災害拠点病院に指定し，うち仙台医療センターを基幹災害拠点病院としていま

す。災害時に備えたヘリポートや自家発電設備及び災害備品等の整備，診療継続に必要な３日分程度の水

・食料品・医薬品等の備蓄，災害時に備えた訓練等を推進しています。 
● 平成２９（２０１７）年１０月に気仙沼市立病院の新築移転が完了し，県内では全ての災害拠点病院で耐

震化された施設で診療できる体制が整いました。 
● 災害拠点精神科病院については，国の動向を踏まえ今後整備を検討する必要があります。 

 

【図表５－２－７－1】基幹災害拠点病院，地域災害拠点病院（順不同） 

基 幹 災 害 拠 点 病 院 仙台医療センター 

地 域 災 害 拠 点 病 院 

公立刈田綜合病院，みやぎ県南中核病院，総合南東北病

院，仙台市立病院，東北大学病院，仙台赤十字病院，東北

労災病院，東北医科薬科大学病院，仙台オープン病院，坂

総合病院，大崎市民病院，栗原市立栗原中央病院，登米市

立登米市民病院，石巻赤十字病院，気仙沼市立病院 

                                  出典：県保健福祉部調査 

 

 

 

 

【目指すべき方向性】 

● 医療関係機関と防災関係機関が連携し，大規模災害発生時に「防ぎ得る死」が発生しないよう，医療救護

体制を構築します。 

● 災害時における救急患者への医療支援に備え，災害拠点病院等の充実を図ります。  

● 原子力発電所に係る防災対策を重点的に充実させるため，国の原子力災害対策指針改正に基づき，原子力

災害医療体制を構築します。 

● 円滑な医療救護活動と保健衛生活動が行えるよう体制の整備に取り組みます。 

現状と課題 
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（３）災害医療コーディネーター 

● 災害医療コーディネーターは，災害医療本部，地域災害医療支部のもとで，大規模災害時はＤＭＡＴや災

害拠点病院と連携して医療救護活動の調整を担います。平時においては，災害時の医療救護体制が適切に

構築されるように，県などに対し必要な助言を行います。 

● 県では，救急・災害医療に精通した医師１８人（平成２９（２０１７）年１０月現在）に，災害時の医療

体制に関する助言や調整を行う「宮城県災害医療コーディネーター」を委嘱しています。 

● 専門性の高い分野の助言や調整を行うため，精神分野，透析分野，周産期分野に関してはそれぞれ専門の

コーディネーターを委嘱しています。また，小児周産期分野に関しては，災害医療コーディネーターを支

援するため，「災害時小児周産期リエゾン」を養成しています。 

 

（４）災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

● 県内には，被災地に赴き急性期（概ね４８時間以内）の医療を担うＤＭＡＴを保有する「宮城ＤＭＡＴ指

定病院」が１６医療機関あり，全ての災害拠点病院と県との間で「宮城ＤＭＡＴの派遣に関する協定」を

結んでいます（平成２９（２０１７）年１０月現在）。 

 

（５）災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 

● 県内での大規模災害発生時や他都道府県からの要請により，精神保健医療ニーズの把握，連携，マネージ

メント及び精神科医療と精神保健活動の支援を行うために宮城DPAT を派遣します。 

● ＤＰＡＴは，発災直後から中長期にわたり活動する必要がありますが，発災初期に対応する「宮城ＤＰＡ

Ｔ先遣隊」として，宮城県立精神医療センターを登録しています。 

●  宮城ＤＰＡＴ活動を協働して行うため，県と仙台市との間で協定を結んでいます。 

 

（６）医療救護班・歯科医療救護班・薬剤師班の派遣 

● 県は，平成９（１９９７）年に県医師会，平成１０（１９９８）年に県薬剤師会, 平成１９（２００７）

年に県歯科医師会，また，平成２５（２０１３）年には県看護協会，平成２９（２０１７）年には県病院

薬剤師会とそれぞれ災害時に関する協定を締結しています。各市町村においても，同様の取組が進められ

ています。 

● 東日本大震災の際には，ＪＭＡＴ，日本赤十字社をはじめとする県内及び県外から医療救護班，歯科医療

救護班及び薬剤師班等の派遣を受け，避難所の巡回診療等が行われましたが，派遣と受入れの調整を円滑

に行える体制づくりが平時から必要です。 

 

（７）通信・情報網の整備 

● 大規模災害発生時には宮城県救急医療情報システムを災害モードに切り替え，加入施設の被害情報や診療

可否の情報を収集・共有する体制を整備しており，県内の全病院が加入しています（平成２９ 

（２０１７）年７月現在）。情報は，広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）に反映され，国・各都

道府県・ＤＭＡＴ等の間で共有されます。 

 

【図表5－2－7－２】宮城県救急医療情報システム加入病院数の推移 

 平成25 年度 平成２６年度 平成27 年度 平成28 年度 

宮城県救急医療情報システム加入病院数 106 121 141 139 

宮城県内病院数 147 147 141 140 

                                             出典：県保健福祉部調査 

 

● また，一般電話回線の輻輳時にも連絡が取れるよう，県・各医師会・災害拠点病院・腎透析施設・県歯科

医師会等にＭＣＡ無線や衛星電話を配備し，毎年訓練を実施しています。 
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（８）災害時の医薬品等の供給体制 

● 県は，平成９（１９９７）年に県医薬品卸組合，平成１７（２００５）年に日本産業・医療ガス協会東北

地域本部，また，平成２２（２０１０）年に県医療機器販売業協会とそれぞれ災害時に関する協定を締結

しています。 

● 東日本大震災では，医療救護活動の中心は生活習慣病等慢性疾患の対応でした。従来から傷病用の医薬品

を備蓄していましたが，震災後は慢性期対応の医薬品の備蓄品目を増やしました。 

● ライフライン喪失下の被災地で，散剤，水剤をはじめ，各種医薬品を供給するため，県薬剤師会において

Mobile Pharmacy（モバイル・ファーマシー（MP））を導入し，MP を中心として災害時の支援活動を

強化しています。 

 

（９）防災マニュアル・業務継続計画（ＢＣＰ）の整備，訓練 

● 各医療機関は大規模災害時でも診療活動を継続できるよう，防災マニュアルや業務継続計画（ＢＣＰ）を

策定するとともに，院内での災害訓練や他院と連携した訓練などを通して内容について検証し，見直すこ

とが重要です。 

 

２ 保健衛生対策 

● 震災発生後の避難状況に応じた効果的な保健衛生対策（エコノミークラス症候群，生活不活発病，感染症

予防，メンタルヘルス等）を実施するために，医療関係機関・団体と連携した，相談，啓発の体制づくり

が必要です。 
● 災害時には医療救護活動と保健衛生活動を連動させる効率的なシステムが重要であり，保健所に設置され

る「地域災害医療連絡会議」で地域の実情にあった連携体制の構築を推進します。 
 

３ 原子力災害医療・特殊災害医療について 

● 平成２７（２０１５）年に国の原子力災害対策指針が改正され，原子力災害時における医療対応には，通

常の救急・災害医療に加えて被ばく医療の考え方を取り入れた医療提供体制が必要になることが示されま

した。県では，平成３０（２０１８）年１月に，原子力災害拠点病院として３医療機関，原子力災害医療

協力機関として１３医療機関を指定・登録しました。 
● それに基づき県では，宮城県地域防災計画及び，原子力防災緊急時被ばく医療活動マニュアルの見直しを

進めています。 
● ＮＢＣ（核・生物・化学）などの災害への準備が必要です。 

 

【図表５－２－７－３】原子力災害拠点病院，原子力災害医療協力機関（順不同） 

原 子 力 災 害 拠 点 病 院 東北大学病院，仙台医療センター，石巻赤十字病院 

原子力災害医療協力機関 

公立刈田綜合病院，みやぎ県南中核病院，総合南東北病

院，仙台市立病院，仙台赤十字病院，東北労災病院，東北

医科薬科大学病院，仙台オープン病院，坂総合病院，大崎

市民病院，栗原市立栗原中央病院，登米市立登米市民病

院，気仙沼市立病院 

                                  出典：県保健福祉部調査 
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● 大規模災害発生時は，県を挙げての対応となることから，災害医療の医療圏は全県１圏域とします。 

 

 

災害医療機能の現況 

【図表5—2－7－４】災害拠点病院等指定の状況（平成30（2018）年1月1日現在） 

出典：県保健福祉部調査 
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１ 大規模災害時の医療救護体制の強化 

● 大規模災害時の医療救護体制は，県災害対策本部の中に県災害医療本部を，また，県災害対策本部地方支

部・地域部の中に地域災害医療支部（保健福祉事務所（保健所））をそれぞれ設置し，関係機関との連携

のもと，被災者への医療を確保するための体制を構築します。 
● 平時においても，災害医療コーディネーター意見交換会，災害拠点病院連絡会議や宮城ＤＭＡＴ連絡協議

会の活動を通じて，また，地域においては各支部で地域災害医療連絡会議を開催することで，関係機関と

の連携のもと，災害時医療救護体制の構築に取り組みます。 
● 防災訓練等を通じて大規模災害時医療活動マニュアルの記載内容を検証し，現状に即した内容となるよう

マニュアルを改定していきます。 

● 平成２８（２０１６）年に運航を開始した宮城県ドクターヘリの災害時の活用を検討します。 
● 市町村は，市町村災害対策本部内に医療救護を担当する部門を設けること及び責任者をあらかじめ決めて

おくことが必要です。市町村が地域の医師会等と活動体制や内容について事前に協議しておくとともに，

必要に応じ協定を締結する等，平時から市町村の災害時医療救護体制が整備・強化されるよう促進します。 
● 災害拠点病院は，災害時における救急患者への医療支援に備え，災害時における情報の収集・発信方法，

救急患者の受入方法，医療救護班・ＤＭＡＴ等の派遣及び受入れの方法等を記載した災害対策マニュアル

を作成するとともに，業務継続計画（ＢＣＰ）を作成します。また，作成した業務継続計画に基づき，訓

練を行います。 
● 災害拠点病院は，災害急性期後も継続的に必要な医療を提供できるよう，ＪＭＡＴ，日本赤十字社救護班

等の医療関係団体の医療チームと定期的な訓練を実施し，災害時の医療救護体制を強化していきます。 
● 地域の病院・診療所は，事前に業務継続計画（ＢＣＰ）の作成に努めるほか，自院や地域の被害状況によ

って軽症の傷病者の受入れや通常の診療を実施するよう努めます。また，病床のある病院・診療所は災害

拠点病院の後方病床としての役割を想定しておきます。自院で診療を行っている在宅要医療患者の台帳の

整備に努めるとともに，災害時の対応について市町村，患者に周知しておきます。県は医師会等の関係団

体と連携して啓発します。 
● 県医師会，県歯科医師会，県薬剤師会，県看護協会等の医療救護関係団体は，県からの災害時の派遣要請

に備え，医療救護活動が効果的かつ効率的に行えるよう，災害活動マニュアル等の整備に努めます。 
 

２ ＤＭＡＴ・災害医療コーディネーター養成の推進 

● 全ての災害拠点病院にＤＭＡＴが整備されるよう，都道府県ＤＭＡＴ養成研修を定期的に開催する等，Ｄ

ＭＡＴ隊員数の維持，充実を推進します。 
● 今後も，関係機関が行う研修を活用して，災害医療コーディネーター養成・訓練を実施します。 
● 国が実施する，災害時小児周産期リエゾン養成研修により，人材を育成し，医療救護体制の整備を図りま

す。 
 

３ 災害対応訓練・研修の推進 

● 宮城県総合防災訓練や東北ブロックＤＭＡＴ参集訓練等を通じて，医療関係機関と防災関係機関，行政

機関との連携を推進します。 
● 救急医療情報システムやＭＣＡ無線等の使用方法の習熟を図ります。 
● 災害時の健康危機管理体制の充実強化を図るため，保健所等の職員を研修に派遣し，災害時健康危機管理

支援チーム要員を養成します。 
 

 

 

施策の方向 
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４ 中長期の避難に対応できる体制の構築 

● 医療救護班及び歯科医療救護班による迅速な医療救護活動の実施のため，地域災害医療支部単位で「地域

災害医療連絡会議」を開催し，平時から地域のネットワークづくりに取り組みます。 
● 医療救護班等と県保健福祉事務所（保健所）及び市町村保健担当課との連携を図り，円滑な保健衛生活動

を行える体制の確保に取り組みます。 
 

５ 医療依存度の高い要配慮者対策 

● 身体障害者や難病患者のうち，人工呼吸器装着患者等の医療依存度が高い要配慮者について，安否確認や

必要に応じた医療機関への移送が行える体制を構築します。 
● 人工透析，人工呼吸器使用，在宅酸素療法，インスリン治療，結核その他在宅で薬剤治療，医療処置を必

要とする在宅要配慮者の災害時医療について，必要な医療が確保できるように，医薬品供給体制を含めた

医療体制を整備します。 
 

６ 原子力災害医療・特殊災害対策 

● 原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関を指定・登録し，原子力災害医療体制の構築に取り組み

ます。 
● 国が指定している高度被ばく医療支援センター及び原子力災害医療・総合支援センターで実施する研修等

により，原子力災害医療の提供に必要な人材育成を推進します。 
● 原子力防災訓練等を通じて，原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関と防災関係機関，行政機関

との連携を推進します。 
● 国が実施するＮＢＣ災害・テロ対策研修により，ＮＢＣ災害に対応できる体制の整備を図ります。 

 

 

 

指  標 現  況 2023 年度末 出  典  

災害拠点病院における業務継続計画

の策定率 
13％ 100% 

「平成28 年度災害拠点病院

の現状調査」（平成28

（2016）年4 月1 現在）

（厚生労働省） 

地域災害医療支部における訓練実施回

数 
3 回 

8 回以上（全 8 支部で年 1

回以上実施） 

平成29 年度県保健福祉部調

査 

災害拠点病院における被災状況を想定

した訓練実施回数 
7 回 

16 回以上（全拠点病院で

年 1 回以上実施） 

「平成28 年度災害拠点病院

の現状調査」（平成28

（2016）年4 月1 現在）

（厚生労働省） 

 

 

 

数値目標 
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＜医療救護班とは＞ 

 原則として被災直後は３日程度を，また,その後は１週間前後を想定した派遣体制を持った医療救護チ

ーム。下記のほか，さまざまなチームがあります。 

 

● 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ） 

：災害急性期（発災直後４８時間）に活動できる機動性を持った医療チーム。 

宮城県をはじめとして，独自に都道府県ＤＭＡＴを養成又は必要性を検討している都道府県もあり

ます。 

● 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ） 

：被災地における精神科医療活動等の総合調整や精神保健活動の支援等を行うチーム。 

● 日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ） 

：日本医師会が，都道府県医師会の協力を得て編成し，被災地に派遣する医療チーム。県内には

県医師会・県歯科医師会・県薬剤師会・県看護協会・県医薬品卸組合にて構成されるＪＭＡＴ宮

城があります。 

● 日本赤十字社救護班 

：赤十字病院の医師・看護師などを中心に構成されるチーム。救護所の設置被災現場や避難所で

の診療を超急性期から慢性期までこころのケアを含めて行います。 

 

＜災害時の情報システムについて＞ 

● 広域災害救急医療情報システム（ＥＭＩＳ） 

：災害時に被災した都道府県を越えて医療機関の稼動状況など災害医療に関わる情報を共有し，被

災地域での迅速且つ適切な医療・救護に関わる各種情報を集約・提供することを目的に厚生労働省

が整備・運営しているシステム。 

● ＭＣＡ無線 

：一定数の周波数を多数の利用者が共同で利用するＭＣＡ（Multi-Channel Access）方式を採用

した業務用デジタル無線システム。利用者は，同じ識別符号を持った会社等のグループ単位ごとに

無線通話を行うことができます。 
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第８節 へき地医療 

 

 

１ 宮城県のへき地医療の現状 

● 本県には，へき地医療対策の必要な地区として，無医地区＊３（１１地区），無医地区に準じる地区＊４（５

地区），無歯科医地区（１１地区），無歯科医地区に準じる地区（４地区）があり，地域住民に対する医療

提供体制を確保するため，へき地診療所（２１ヶ所）が整備・運営されています。 

● 県内の無医地区・無歯科医地区は，交通環境の整備が進んだことなどにより減少傾向にありましたが，東

日本大震災で被災した医療機関の閉鎖等に伴い，新たに２地区が無医地区となりました。 

 

【図表５－２－８－１】県内無医地区・無歯科医地区等の状況（平成２９（２０１７）年９月末現在） 

医療圏 市町村 無医地区 準無医地区 無歯科医地区 準無歯科医地区 備 考 

仙南 

白石市 蔵王 上戸沢 蔵王 上戸沢  

七ヶ宿町  千蒲  千蒲  

丸森町 

羽出庭，峠， 

青葉・黒佐野， 

耕野，筆甫 

大張 

羽出庭，峠， 

青葉・黒佐野， 

耕野，筆甫，大張 

 

筆甫（準無医地区→無医地区） 

石巻・ 

登米・ 

気仙沼 

登米市 
大綱木・合ノ木， 

相川，嵯峨立 
野尻，大萱沢 

大綱木・合ノ木， 

相川 
野尻，大萱沢 

野尻（無医地区→準無医地区） 

〃（無歯科医地区→準無歯科医地区） 

女川町 
江島， 

出島・寺間 
 

江島， 

出島・寺間 
 

江島（新），出島・寺間（新） 

2 医療圏 5 市町 
11 地区 5 地区 11 地区 4 地区  

無医地区等計16 地区 無歯科医地区等計15 地区  

※平成２６（２０１４）年の「平成２６年度 無医地区等調査・無歯科医地区等調査」（厚生労働省）で新たに無医地区となった南三陸町入谷， 

戸倉荒町，戸倉滝浜の３地区は，交通環境の整備等により，平成２９（２０１７）年９月時点では無医地区・無歯科医地区に該当しません。 

出典：「平成２６年度 無医地区等調査・無歯科医地区等調査」（厚生労働省），県保健福祉部調査 

 

 

 

 

＊１ へき地診療所 

無医地区及び無医地区に準じる地区において，地域住民の医療を確保することを目的として整備，運営される診療所をいいます。 

整備しようとする場所を中心として概ね半径４ｋｍ以内に人口１，０００人以上であって，かつ最寄りの医療機関まで３０分以上を要する診療

所をいいます。また，離島にあっては，人口が原則３００人以上１，０００人未満の診療所をいいます。 

＊２ へき地医療拠点病院 

無医地区及び無医地区に準じる地区を対象として，へき地医療支援機構の指導・調整の下に，巡回診療，へき地診療所等への代診医派遣などの

医療活動を継続的に実施できると認められる病院のことです。都道府県知事が指定します。 

＊３ 無医地区（無歯科医地区） 

医療機関（歯科医療機関）のない地域で，当該地区の中心的な場所を起点として，概ね半径４ｋｍの区域内に５０人以上が居住している地区で

あって，かつ容易に医療機関（歯科医療機関）を利用することができない地区をいいます。 

＊４ 無医地区（無歯科医地区）に準じる地区 

無医地区（無歯科医地区）には該当しないものの，これに準じて医療の確保が必要と都道府県知事が判断し，厚生労働大臣が適当と認めた地区

をいいます（準無医地区・準無歯科医地区）。 

【目指すべき方向性】 

● 地域の住民が適切な医療を受けることができるよう，へき地診療所＊１の運営を支援します。 

● へき地診療所による医療提供体制を確保するため，へき地医療拠点病院＊2の役割強化と機能充実を図り

ます。 

● へき地医療を担う医師が安心して勤務・生活できるよう，動機付けやキャリア形成を支援し，へき地医

療従事者の確保・定着を図ります。 

現状と課題 
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【図表５－２－８－２】県内無医地区・無歯科医地区数の推移 

 平成元年度 平成6 年度 平成11 年度 平成16 年度 平成21 年度 平成26 年度 

無医地区等 29 33 33 28 17 19 

無歯科医地区等 40 42 37 29 17 18 

出典：「無医地区等調査・無歯科医地区等調査」（厚生労働省） 

 

２ 医療提供体制の現状と課題 

● へき地医療を広域的かつ効率的に支援するため，平成１５（２００３）年１０月に，県医療整備課（現医

療政策課）内にへき地医療支援機構を設置しました。へき地医療拠点病院に４病院を指定し，へき地診療

所への代診医派遣などを実施しています。 
● 代診医派遣回数は，平成２４（２０１２）年度以降は増加傾向にありますが，この制度を活用していない

診療所も多数あることから，制度の普及啓発や積極的な活用が課題となっています。また，へき地医療支

援機構による支援以外にも，地元病院との連携や医師間の診療協力により補われていますが，安定的な支

援体制の確保のため，ネットワークの整備が必要な状況にあります。 
● へき地診療所等の医療施設や心電図などの医療設備，へき地患者輸送車等の整備支援を行っています。 
● 医学生修学資金等貸付事業などを通じた人材の確保に取り組んでいます。また，へき地医療等の地域医療

を担う自治医科大学卒業医師には卒後９年間に後期研修や週１回の研修など，臨床技術の向上を図る機会

が提供されていますが，義務年限終了後は，自らのキャリアアップを図ることが難しいことなどから，へ

き地診療所への定着が進んでいない状況にあります。 
● 東北地方の地域医療に貢献する総合診療医等の養成に重点を置いた東北医科薬科大学医学部が平成２８

（２０１６）年４月に開学し，今後のへき地医療を含めた地域医療に貢献する人材の養成が行われていま

す。 
● 地域医療に従事するための動機付けとして，県内外の医学生を対象とした研修会や，医学部等を目指す中

高校生に対する講演を実施するなど，医療従事者の確保に努めています。 
● 訪問診療や訪問看護を行うへき地診療所は増加傾向にあり，在宅医療を希望する住民への医療提供体制の

整備が進みました。 
● へき地における患者搬送体制については，従来の救急車両や船舶による搬送に加え，平成２８ 

（２０１６）年１０月からのドクターヘリの導入に伴い，傷病者の救命率向上などの効果が見込まれてい

ます。 
● この他，離島である気仙沼市大島や女川町出島と本土をつなぐ橋梁の整備計画が進められており，架橋に

よる高次救急医療機関へのアクセス向上が期待されています。 
 

【図表５－２－８－３】へき地医療拠点病院の概況（平成２８（２０１６）年度） 

 涌谷町国民健康保険病院 公立黒川病院 石巻赤十字病院 みやぎ県南中核病院 

開設者 地方公共団体 地方公共団体 日本赤十字社 地方公共団体 

指定年度 平成 15 年度 平成 18 年度 平成 24 年度 平成 27 年度 

診療科数 13 科 16 科 34 科 31 科 

全病床数 121 床 170 床 464 床 310 床 

常勤医数  人68 人541 人71 人9

出典：「平成２８年度へき地保健医療対策におけるへき地医療現況調査」（厚生労働省） 

                              ※公立黒川病院のみ，平成29（２０１７）年6 月1 日時点 
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【図表５－２－８－４】へき地医療体制 

 

へき地医療機能の現況 
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   へき地医療支援機構 

    へき地医療拠点病院 

    へき地診療所    

へき地診療所（休診中） 

    無医地区・無歯科医地区（及び準じる地区） 

 

出典：「平成28 年度へき地保健医療対策におるへき地医療現況調査」（厚

生労働省），県保健福祉部調査（平成29（2017）年9 月現在） 
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【図表５－２－８－５】へき地診療所一覧 

市町村 施設名称 開設者 診療科目 
医療従事者 

所在地 
職種 勤務形態 

七ヶ宿町 
七ヶ宿町国民健康保険診療所 市町村 内科・小児科・外科 

医師 常勤 
刈田郡七ヶ宿町字関 

看護師 常勤 

七ヶ宿町国民健康保険湯原診療所 市町村 内科・小児科・外科 医師 非常勤 刈田郡七ヶ宿町字東口道下 

丸森町 
大張診療所 

（大張健康管理センター） 
個人 内科 

医師 非常勤 
伊具郡丸森町大張川張 

看護師 非常勤 

塩竈市 塩竈市浦戸診療所 市町村 内科・外科 
医師 非常勤 

塩竈市浦戸野々島 
看護師 非常勤 

栗原市 

 科内 人個 院医坂熊
医師 常勤 

栗原市一迫字川口 
看護師 常勤 

栗原市立花山診療所 市町村 内科・眼科 
医師 常勤 

栗原市花山字本沢久保 
看護師 常勤 

栗原市立鶯沢診療所 市町村 内科・歯科 
医師・歯科医師 常勤 

栗原市鶯沢南郷広面 
看護師 常勤 

 前峰葛字文駒栗市原栗    村町市 ）中診休（所療診字文立市原栗

医療法人社団龍仁会萩野診療所 医療法人 
内科・小児科・整形外科・ 

リハビリテーション科 

医師 常勤 
栗原市金成有壁上原前 

看護師 常勤 

登米市 

登米市立津山診療所 市町村 内科 
医師 非常勤 

登米市津山町柳津字本町 
看護師 非常勤 

医療法人社団緑水会 米川診療

所 
医療法人 内科・小児科 

医師 常勤 
登米市東和町米川字町下 

看護師 常勤 

石巻市 

石巻市田代診療所 市町村 内科 
医師 常勤 

石巻市田代浜字仁斗田 
看護師 非常勤 

石巻市寄磯診療所 市町村 内科・外科 
医師 非常勤 

石巻市寄磯浜赤島 
看護師 常勤 

石巻市橋浦診療所 市町村 内科・小児科 
医師 常勤 

石巻市北上町橋浦字大須 
看護師 常勤 

 須大字浦橋町上北市巻石 勤常 師医科歯 科歯 人個 所療診科歯上北

医療法人陽気会 網小医院 医療法人 
内科・外科・整形外科・ 

脳神経外科・泌尿器科 

医師 常勤 
石巻市長渡浜杉 

看護師 常勤 

医療法人陽気会 網小歯科診療

所 
医療法人  杉浜渡長市巻石 勤常非 師医科歯 科歯

石巻市雄勝診療所 市町村 内科・外科・整形外科 
医師 常勤 

石巻市雄勝町大浜字小滝浜 
看護師 常勤 

 勤常 師医科歯 科歯 村町市 所療診科歯勝雄市巻石 石巻市雄勝町大浜字小滝浜 

気仙沼市 
 科外形整・科内 人個 院医島大

医師 常勤 
気仙沼市高井 

看護師 常勤 

 館廻市沼仙気 勤常 師医科歯 科歯 人個 クッニリク科歯島大

出典：「平成２８年度へき地保健医療対策におけるへき地医療現況調査」（厚生労働省） 

※気仙沼市大島医院のみ，平成29（２０１７）年6 月1 日時点 
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【図表５－２－８－６】へき地診療所への代診医派遣実績                  （単位：回） 

 平成23 年度 平成24 年度 平成25 年度 平成26 年度 平成27 年度 平成28 年度 

派遣回数 25 36 35 38 47 52 

 

【図表５－２－８－７】へき地医療の体制 

 へき地診療 へき地診療の支援医療 行政機関等の支援 

 援支の療医地きへるよに等関機政行 療医るす援支を療診の地きへ 療医るけおに地きへ

● 無医地区等における地域住民の医療

の確保 

● 専門的な医療や高度な医療へのアク

セスの向上 

 成作の画計療医域地 ● 上向の能機援支療診 ●

● 作成した計画に基づく施策の実施 

● へき地診療所（21 ヶ所） ● へき地医療拠点病院 ４ヶ所 

涌谷町国民健康保険病院，公立黒川病院， 

石巻赤十字病院，みやぎ県南中核病院 

● 特定機能病院 東北大学病院 

● 地域医療支援病院 1２ヶ所 

● 臨床研修病院 19 ヶ所 

● 救命救急センターを有する病院 ６ヶ所 

東北大学高度救命救急センター 

仙台医療センター救命救急センター 

仙台市立病院救命救急センター 

大崎市民病院救命救急センター 

石巻赤十字病院救命救急センター 

みやぎ県南中核病院救命救急センター 

● 宮城県 

● へき地医療支援機構 

宮城県保健福祉部医療政策課内 

● 医師育成機構 

宮城県保健福祉部医療人材対策室内 

● 公益社団法人地域医療振興協会 

● 総合的な診療が可能な医師 

● 巡回診療の実施 

● へき地医療拠点病院等における研修

への参加 

● 保健指導の提供 

 

● 巡回診療等による医療の確保 

● へき地診療所への代診医の派遣及び技術指

導，援助 

● へき地の医療従事者に対する研修の実施，研

究施設の提供 

● 遠隔診療等の実施による各種診療支援 

● 24 時間 365 日，医療にアクセスできる体

制の整備 

● 高度診療機能による，へき地医療拠点病院の

診療活動の援助 

● その他，へき地における医師確保のために市

町村が実施する事業への協力 

【宮城県】 

● 地域医療計画の策定 

● 地域医療計画に基づく施策の実施 

 

【へき地医療支援機構・医師育成機構】 

● 地域医療計画に基づく施策の実施 

● 代診医派遣等の調整，へき地医療拠点 

病院への代診医派遣要請 

● へき地医療従事者へのキャリア形成 

支援 

● 両機構の連携による，へき地医療体制 

の総合的な企画運営 

   

 

 

 

１ 無医地区等への安定的な医療提供体制の確保 

● へき地診療所の運営を支援するとともに，へき地診療所等の施設・設備の整備を推進します。 
● へき地医療拠点病院からへき地診療所への代診医派遣を調整するとともに，各へき地診療所からの要請に

応じて派遣体制を充実させます。 
● 宮城県医師育成機構等と連携して，自治医科大学関係事業や医学生修学資金等貸付事業などによる人材の

施策の方向 

■へき地医療拠点病院のへき地診療所への支援 

■地域の中核的な病院とへき地診療所の連携 
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確保や，東北医科薬科大学等の医学生を対象とした地域医療への理解を深める取組を推進し，医療従事者

の確保に努めます。併せて，へき地医療を担う医師のキャリア形成を支援し，へき地への定着を推進しま

す。 
● へき地における医療従事者の確保や医師のキャリア形成支援等をより効果的・効率的に推進するため，国

の動向も踏まえつつ，へき地医療支援機構と宮城県医師育成機構の統合も視野に入れた，より一体的な取

組について検討を進めます。 
 

２ へき地医療支援体制の拡充 

● へき地医療支援機構と宮城県医師育成機構の連携により，へき地医療拠点病院からの代診医派遣等，へき

地診療所への効率的・効果的な支援を行います。併せて，へき地医療拠点病院から代診医を派遣しやすい

環境の整備に努めます。 
● へき地の医療提供体制を確保するため，へき地医療拠点病院の機能を強化し，へき地医療従事者が医療知

識・技術を習得するための研修の実施等，へき地診療所の支援に努めます。また，へき地医療拠点病院を

新たに指定し，へき地医療支援体制の拡充を図ります。 
 

３ へき地医療の地理的格差の解消 

● 住民の様々なニーズに対応するため，保健・医療・福祉関係機関が相互に情報を共有することにより，地

域連携を強化し，地理的格差の解消に努めます。 
● 専門医が不足する地域において，病院・診療所間の連携や医師間による連携を図るため，ＩＣＴを活用し

た「遠隔カンファレンスシステム」導入を支援します。 
● 住民が安心して生活できるよう，無医地区等における訪問診療・訪問看護提供体制の確保に努めます。 
● 救急艇やドクターヘリの活用により，へき地における救急医療体制の一層の充実を目指します。 

 

 

 

指  標 現  況 2023 年度末 出  典 

へき地医療拠点病院の指定 4 病院 5 病院 （知事指定件数） 

代診医派遣回数 52 回 60 回  平成28 年度県保健福祉部調査 

 
 

 
 
 
 
 

 
＜総合診療医＞ 
 
 離島や山間部などのへき地では，他の地域に比べ，高齢化が進んでいるところも多くあり，地域のコミュニティ
を維持していくためには，医療の確保対策が重要です。 
 

へき地診療所では，１人の医師が内科，外科，小児科など，幅広い領域の初期対応を担うことも多く，総合的な
能力や知識をもった「総合診療医」としての役割が求められています。 

 

数値目標 
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第９節 周産期医療 

 

 
 

 

 

１ 宮城県の周産期医療の現状 

● 本県では，出生数，出生率は減少傾向にあります。県内施設における低出生体重児のうち，出生数全体に

占める１，５００ｇ未満の極低出生体重児の割合は，１．０％で推移しています。 
● 周産期死亡率は減少傾向にあります。平成２８（２０１６）年の人口動態統計による本県の周産期死亡数

は６４人（周産期死亡率３．7）と例年並みですが，県調査（県内施設における出産児数）で見ると，周

産期死亡数は５７人（周産期死亡率３．３）と例年と比べて減少しており，全国平均も下回りました。 
● 分娩件数は減少傾向にありますが，早産は５．６％と一定の割合で推移しています。 
● 飛び込み出産数は，３０件前後で推移しており，また，１０代の割合が増加傾向にあります。 
● 様々な理由で妊婦健診を受診することができない妊婦に対しては，飛び込み出産を予防するため，東北大

学病院をはじめとする周産期母子医療センターや地域の母子保健担当課等が協力して対応しています。 
 

 

【図表５－２－９－１】県内の出生数の推移             【図表５－２－９－２】圏域別出生数の推移  
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出典：出生数，出生率：「人口動態統計」（厚生労働省）         出典：「人口動態統計」（厚生労働省） 

県内施設出産児数「宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部） 

 

 

 

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

地域で安心して子どもを産むことのできる体制の維持・充実を目指し，以下に掲げる取組を進めます。 

● 周産期医療の機能分担及び連携強化と共に，周産期医療従事者の確保・育成・再教育による安全な医療提

供体制の確保を図ります。 

● 新生児医療の有効活用のための後方支援の充実と小児の療養・療育支援が可能な体制の確保を図ります。 

● 災害時小児周産期リエゾンを育成する等，災害時の体制の強化を図ります。 

● 妊産婦のメンタルヘルスケア等について連携体制の強化を図ります。 
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【図表５－２－９－３】県内施設における低出生体重児の推移     【図表５－２－９－４】NICU（診療報酬加算対象外含む）利用者の推移 
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出典：「宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部）          出典：「周産期母子医療センターの評価」（厚生労働省） 

 

【図表５－２－９－５】周産期死亡率（出生千対）          【図表５－２－９－６】新生児死亡率（出生千対） 
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出典： 死亡数(県調査)：「宮城県周産期医療機能調査」(県保健福祉部)，死亡数・死亡率・死亡率（全国）：「人口動態統計」（厚生労働省） 
 

【図表５－２－９－７】出産週数別母体数              【図表５－２－９－８】年齢別飛び込み出産数  
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出典：「宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部）          出典：宮城県産婦人科医会調査 

                                  

２ 医療提供体制の現状と課題 

（１）医療従事者の状況 
● 分娩を取り扱う医師が不足している状態が続いています。産科・産婦人科医１人当たりの年間取扱出生件

数は，仙台医療圏とそれ以外の地域では件数に顕著な差があり，特に県北地域においては常勤医師１人当

たりの年間取扱出生件数が多い状況にあります。また，ハイリスク妊婦の増加や未受診飛び込み分娩等の

対応などで長時間勤務が余儀なくされ，過酷な勤務条件となっています。 
● 小児科医師は増加傾向にありますが，新生児医療を担当する医師は５８．４人です。そのうち新生児専門
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医は７人で，全て仙台医療圏の周産期母子医療センターに勤務しています。 
● 助産師は，地域偏在が課題となっています。また，助産師が看護業務に携わること等で，本来の専門性を

発揮できない状況も見受けられます。 
 

【図表５－２－９－９】産科・産婦人科常勤医師（平成29（2017）年4 月1 日現在）   

圏域 

分娩施設 

周産期母子医療Ｃ 病院 診療所 

常勤 非常勤 専攻医 
常勤 

(産科以外) 
常勤 非常勤 専攻医 常勤 非常勤 

仙南   4 0.4 0 0 0 0 0 3 0 

仙台   52 5.3 6 31 11 2.8 3 20 2.2  

大崎・ 大崎 7 0 0 0 0 0 0 3 0 

栗原 栗原 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

石巻・ 登米 0 0 0 0 0 0 0 2 0 

登米・ 石巻 8 0 0 0 0 0 0 2 0 

気仙沼 気仙沼 4 0.4 0 0 0 0 0 0 0 

合計   75 6.1 6 31 11 2.8 3 31 2.2  

出典：「平成2９年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部） ※非常勤は常勤換算。 

 

【図表５－２－９－１０】医師1 人当たりの年間取扱出生数 
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出典：全国以外「宮城県周産期医療機能調査」(県保健福祉部) 全国：「人口動態統計」「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省） 

※全国は「人口動態統計」出生数÷「医師・歯科医師・薬剤師調査」医師数（隔年調査のためH27 はH26 の医師数で算出） 

 

【図表５－２－９－１１】産科・産婦人科医師数推移        【図表５－２－９－１２】小児科医師数推移 

131 116 129 129 132 

59 68 
71 68 72 

190 184 
200 197 204 

10,389 10,652 10,868 11,085 11,349 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

0

50

100

150

200

250

300

H20 H22 H24 H26 H28

仙台市 仙台市以外 全国
 

191 191 196 201 204

82 76 73 70 80

273 267 269 271 284

15,236 15,870 16,340 16,758 16,937 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

0

100

200

300

400

H20 H22 H24 H26 H28

仙台市 仙台市以外 全国
 

出典：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）          出典：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省） 
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【図表５－２－９－１３】分娩施設勤務新生児医療担当小児科医師数及び助産師数（平成２9（2017）年4 月1 日現在） 

圏域 

新生児医療担当小児科医師 助産師（産科業務） 

周産期母子医療Ｃ 病院 周産期母子医療Ｃ 病院(産科病棟) 診療所 助産所 

常勤 非常勤 専攻医 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤 

仙南   5 0 0 0 0 16 0 0 0 5 0 0 0 

仙台   26 2.9 3 6 0.2  237 4.8 61 2.6 88 16.7 4 2.8 

大崎・ 大崎 7 0 0 0 0 26 0 0 0 9 2.2 1 0 

栗原 栗原 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0.4 0 0 

石巻・ 登米 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

登米・ 石巻 6 0.3 0 0 0 26 0 0 0 6 2 0 0 

気仙沼 気仙沼 2 0 0 0 0 13 0 0 0 0 0 0 0 

合計   46 3.2 3 6 0.2 318 4.8 61 2.6 110 21.3 5 2.8 

出典：「平成29 年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部） ※非常勤は常勤換算。 

 

（２）医療施設の状況 

● 本県には，平成２９（２０１７）年４月１日現在，総合周産期母子医療センターが２ヶ所，地域周産期母

子医療センターが８ヶ所あります。地域周産期母子医療センターは各医療圏に１ヶ所以上あり，地域の周

産期医療の中核を担っています。 

● 分娩取扱い医療施設が減少しており，取り扱う分娩数を制限している医療施設もあります。 

● 施設別では，診療所の数が減少しており，周産期母子医療センターや病院での分娩数が増加傾向にありま

す。 

 

【図表５－２－９－１４】分娩取扱医療施設数            【図表５－２－９－１５】医療施設別分娩数 
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出典：県保健福祉部調査（平成３０年２月現在）            出典：「宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部） 

 

（３）宮城県周産期医療システム 

● 各地域において，妊娠，出産から新生児に至る専門的な医療を効果的に提供するため，東北大学病院と仙

台赤十字病院を総合周産期母子医療センターに指定し，各地域の地域周産期母子医療センター等との連携

を図り，周産期医療体制の整備を進めています。（図表５－２－９－１８～１９） 

 

（４）周産期救急搬送体制 

● 母体の円滑な搬送及び受入れを行うため，東北大学病院と仙台赤十字病院に周産期救急搬送コーディネー

ターを配置し，関係機関の連携の確保に努めています。 

● 周産期救急搬送におけるコーディネート割合は８０％前後，コーディネート件数は年６００件前後を推移

しています。搬送先決定までに要する時間は２０分以内が８０％以上を占めています。 

● 周産期救急搬送を円滑に行えるよう，周産期医療情報システムを運営し，県内の分娩取扱施設や消防本部

に対して ID を発行し，周産期母子医療センターの空床情報や重症例の受入可能状況などの情報を共有し
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ています。 

 

〈システム ID 発行医療施設等内訳〉（平成３０（２０１８）年２月現在） 

  総合周産期母子医療センター               ： ２ヶ所 

  地域周産期母子医療センター    所ヶ８ ：     

  周産期母子医療センター以外の分娩取扱施設（休止施設を除く） ：２7 ヶ所（３0 ヶ所中） 

  妊婦健診実施施設   所ヶ8１：           

  各消防本部                ：１２ヶ所 

 

 
【図表５－２－９－１６】周産期救急搬送コーディネーターの体制    【図表５－２－９－１７】周産期救急搬送コーディネート実績 
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出典：「周産期救急搬送コーディネーター事業報告書」（県保健福祉部） 

             

（５）産科セミオープンシステム及び産科連携体制 

● 分娩を行っている医療施設の減少等，産科医療提供体制が大きく変化している中で，分娩施設と健診施設

が機能分担を図る産科セミオープンシステムの導入により，医療機関の連携による産科医療提供体制が確

立されています。現在，仙南，仙台，県北，石巻の各地域で産科セミオープンシステムが稼働しています。

（図表５－２－９－２１～２５） 

● 仙台地域では，産科セミオープンシステムを利用する妊婦の情報を ICT によるネットワークで共有する，

センダードネットシステムの運用が始まっています。 

 

（６）新生児医療の状況 

● 本県のＮＩＣＵについては，平成２９（２０１７）年４月現在で７2 床ありますが，医師や看護師の人員

配置や設備などの施設基準を満たしている診療報酬加算対象の病床は５1 床であり，そのほとんどが仙台

医療圏に集中し，地域偏在が課題となっています。（図表５－２－９－１９） 

● 国の指針では，都道府県のＮＩＣＵ病床数の目標は，出生１万人対２５床から３０床であり，本県の分娩

施設における出生数（平成２８（２０１６）年１７，３７０人）をもとに換算すると，４３床から５３床

となります。 

● また，重度心身障害児の受入れを行う入所施設は満床状態が続いており，慢性重症呼吸不全などの児童が

他施設に移行することが出来ず，効率的な病床運営が困難となっている事例も発生しています。 

 

（７）災害対策 

● 災害が発生した際に，関係機関との調整を行う災害時小児周産期リエゾンを育成・配置し，平時から日本

産科婦人科学会大規模災害時大規模災害対策情報システムを活用し，各周産期母子医療センター等と連携

を図りながら災害時の体制整備を進めています。 

● 平時は周産期救急搬送コーディネーター事業で搬送調整を行っていますが，災害時は，東北大学病院を中

心とした搬送調整体制の整備を進めています。 
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（８）妊産婦のメンタルヘルス等に関する対応 

● 本県の精神科治療が必要な妊産婦の入院は，主に総合周産期母子医療センターの東北大学病院及び地域周

産期母子医療センターの仙台医療センターで対応しています。（図表５－２－９－２６） 

● 経済的理由や家族・パートナーに相談できないなどの不安を抱え，支援を要する妊産婦については，産科

医療施設と市町村が連携し早期把握・早期支援が必要です。 

● 市町村等母子保健関係機関と産科医療機関は，EPDS（エジンバラ産後うつ病質問票）等を活用し，産後

うつ等リスクの高い妊産婦の把握に努め，メンタルヘルスケアを要する妊産婦の情報を交換し，支援を行

っています。 

● 妊娠期間中のメンタルヘルスのスクリーニングの重要性がより高まっており，今後は，妊産婦の抱える問

題の内容や重症度に応じた各領域での役割分担と連携方法を明確化し，地域の実情に応じた関係機関間の

連携体制の維持・強化が必要となっています。 

● 妊産婦のメンタルヘルスケア推進の為には，産婦人科と精神科・小児科等医療機関の連携と共に，周産期

医療従事者の継続的な研修による啓発や，産前・産後の相談支援の充実が必要となっています。 
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【図表５－２－９－１８】宮城県周産期医療システム概念図（平成29（2017）年4 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

【図表５－２－９－１９】総合・地域周産期母子医療センター施設整備状況（平成29（2017）年４月1 日現在） 

   

周産期医療の医療機能の現況 

産科医師数は常勤と非常勤（常勤換算），専攻医を合算し記載しています。 

合計MFICU：18床（18床）NICU：72床（51床）GCU：72床（72床） 

各設備合計（ ）内は診療報酬算定病床数 

※診療報酬算定基準を満たさないNICU及びGCUも存在しています。 

主に，人員体制面で基準を満たすことが難しい状況です。 

出典：「平成29 年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉部） 

気仙沼市立病院 

産科医 4.4人 

NICU 2床（0床） 

仙台市立病院 

産科医 12人 

 NICU  3床（3床） 

 GCU   6床（6床） 

石巻赤十字病院 

 産科医 8人 

 NICU 6床（0床） 

仙台赤十字病院 

産科医 10.5人 

 MFICU 6床（ 6床） 

 NICU 12床（12床） 

 GCU  23床（23床） 

東北公済病院 

 産科医 12人 

 NICU 11床（0床） 

みやぎ県南中核病院 

産科医 4.4人 

 NICU 2床（0床） 

大崎市民病院 

 産科医 7人 

NICU 6床（6床） 

宮城県立こども病院 

 産科医 5.2人 

 MFICU 6床（ 6床） 

 NICU 12床（12床） 

 GCU  15床（15床） 

地域周産期母子医療センター（8） 

総合周産期母子医療センター（2） 

仙台医療センター 

 産科医 10.6人 

 NICU 3床（ 3床） 

 GCU 10床（10床） 

東北大学病院 

 産科医 13人 

 MFICU 6床（ 6床） 

 NICU 15床（15床） 

 GCU  18床（18床） 

東北大学病院 仙台赤十字病院 

宮城県立こども病院 

三次医療施設（重症例受入れ） 

二次医療施設 

(中等症・一部の重症例受入れ) 

地域の周産期医療施設等 一次医療施設（主に軽症例の対応） 

受入相談・搬送 紹介・逆搬送 

受入相談・搬送 受入相談・搬送 
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【図表５－２－９－２０】宮城県内の分娩を行っている施設（平成30（2018）年２月現在。休止機関を除く） 

医療圏 名称 医療圏 名称 医療圏 名称 

仙南 

みやぎ県南中核病院 

仙台 

メリーレディースクリニック 
仙台 

とも子助産院 

ウィメンズクリニック金上 セイントマザークリニック 森のおひさま助産院 

 クッニリクズンメィウズルヒ桜 クッニリク上宮

大崎 

・ 

栗原 

大崎市民病院 

 科人婦産やんわ 院医科人婦産城結 科人婦産利毛

仙台 

 クッニリクスーィデレ井関 クッニリクスーィデレｓ'Ｔ 院病学大北東

 クッニリク科人婦産きささ クッニリク科人婦科産子悦木々佐 院病字十赤台仙

 クッニリク子母ユイレソ台仙 院病もどこ立県城宮 ははこっこ助産院 

 クッニリクィテニタマうゆ・やらは 院病済公北東
石巻 

・ 

登米 

・ 

気仙沼 

石巻赤十字病院 

 クッニリクスーィデレS・S森高桂 ータンセ療医台仙 気仙沼市立病院 

 院分科人婦産城結 科人婦産井大 院病立市台仙

 科人婦科産クッニリクべあ クッニリクズンメイウ春 院病念記キズス

 院医科人婦産藤齋 クッニリクィテニタマ藤遠 院病ンマルペス丘ヶ光

 クッニリクスーィデレS・S谷富新 院病合総坂
合計 40 施設 

 府利クッニリクズンメィウ 院病島松

施設内訳：周産期母子医療センター 10，病院 4，診療所 23，助産所 3                     出典：県保健福祉部調査 

 

 

【図表５－２－９－２１】仙台産科セミオープンシステム（平成2９（2017）年４月現在） 

 

 
 

                           
        
 

 

 

 

 

 

【図表５－２－９－２２】石巻産科セミオープンシステム（平成2９（2017）年４月現在） 

 

 
 
 

   
 
 

 

 

 

病院・診療所 

健診施設 分娩施設 

仙台赤十字病院 東北大学病院 

東北公済病院 宮城県立こども病院 

仙台市立病院 仙台医療センター 

妊娠20週及び34週以降の妊婦健診・分娩 

妊娠33週までの妊婦健診(20週を除く) 

病院・診療所 

石巻赤十字病院 

分娩施設 

登米市立登米市民病院 石巻ロイヤル病院 

健診施設 

うつみレディスクリニック 南三陸病院 

川村産婦人科医院 しらゆりクリニック 

やまもと産婦人科 

あべクリニック産科婦人科 

齋藤産婦人科医院 
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【図表５－２－９－２３】気仙沼産科連携体制（平成2９（2017）年４月現在）

 

 

 

   

 

 

 

 

 

【図表５－２－９－２４】県北産科セミオープンシステムを含めた連携体制（平成2９（2017）年４月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５－２－９－２５】仙南産科セミオープンシステムを含めた連携体制（休止機関を除く）（平成2９（2017）年5 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図表５－２－９－２６】妊産婦のメンタルヘルスケア連携体制（平成2９（2017）年１０月現在） 

 

遠藤産婦人科医院 

森産婦人科医院 

健診施設 分娩施設 

応援病院 

 36週以前の分娩 気仙沼市立病院 

周産期母子医療センター 
※36週以降の分娩のみ 

分娩施設 

石巻赤十字病院 

大崎市民病院 

結城産婦人科分院 

ささき産婦人科クリニック 

わんや産婦人科婦人科 

関井レディースクリニック 

栗原市立栗原中央病院 

登米市立登米市民病院 

わたなべ産婦人科内科・小児科 

中川記念ちか子女性クリニック 

健診施設 

みやぎ県南中核病院 

分娩施設 健診施設 

応援病院  

公立刈田綜合病院 

ウィメンズクリニック金上 宮上クリニック 毛利産婦人科医院 

周産期母子医療センター 

妊娠34週までの妊婦健診 

(12・21週を除く) 

妊娠12週及び21週， 

34週以降の妊婦健診・分娩 

仙台赤十字病院 

精神科医療施設 

行政 等 

 

市町村母子保健担当課 

保健所，児童相談所， 

要保護児童対策地域協議会 
東北大学病院 

仙台医療センター 

仙台市立病院 

大崎市民病院 

精神科診療(入院)が可能な 

周産期母子医療センター 

精神科診療(外来)が可能な 

周産期母子医療センター 

その他周産期医療施設 

周産期医療施設 
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１ 周産期医療の機能分担及び連携による医療提供体制の維持・充実 

● 各地域の周産期母子医療センターを拠点とし，産科セミオープンシステム等によって地域の周産期医療機

関との連携を図り，安心して子どもを産むことのできる体制の維持・充実を図ります。 

● 特に仙台以外の医療圏においては，それぞれの地域の実情に合った連携体制を確立するため，会議を開催

するなど顔の見える信頼関係を構築し，連携体制を強化します。 

 

２ 周産期医療従事者の確保・育成・再教育 

● 産科・産婦人科医師及び新生児医療に関わる小児科医師の確保は，喫緊の課題であり，待遇改善のため，

分娩に関する各種手当てを支給している医療機関に対する補助等を行うと共に，他職種との業務分担など

環境整備に努めます。 

● 助産師の専門性を活用し，技能を維持・向上させるため，研修会や人材交流等を行い，資質の向上を図り

ます。 

● 周産期医療従事者に必要とされる基本的な知識及び技術に加えて，緊急を要する母体及び新生児に対する

的確な判断力や高度な技術を習得するための研修等を実施し，妊婦が安心して妊娠期を過ごせる体制の整

備を図ります。 

 

３ 新生児医療の有効活用のための後方支援の充実と小児の療養・療育支援体制の確保 

● NICU 等施設から在宅に円滑な移行をするため，中間施設となる地域療育支援施設の運営や日中一時預か

りを行う医療機関に対し，運営費の補助を行います。 

● NICU 入院児支援コーディネーター等に対し，NICU 等高次医療施設を退院後，地域で医療的なケアを要

する児や家族のために必要な手続き等に関する専門的・基礎的な知識の習得等を図ります。 

 

４ 災害時の体制強化 

● 災害時小児周産期リエゾンを育成し，災害訓練等を定期的に行い，平時から地域のネットワークづくり，

情報の収集等の体制整備を図ります。 

 

５ 妊産婦のメンタルヘルス等への対応 

● 妊産婦のメンタルヘルス評価に基づいた精神症状や機能障害の重症度を把握し，問題の内容や重症度に応

じた適切な対応を図るため，市町村等母子保健関係機関や児童相談所，要保護児童対策地域協議会，周産

期医療機関と精神科・小児科等の医療機関との連携を進めます。 

● 妊婦健診未受診や飛び込み出産を予防するため，周産期医療機関や市町村等母子保健担当機関と連携し，

リスクの高い妊婦の早期把握・早期介入に努めます。 

● また，若年世代を含め県民に対し，広く妊婦健診の必要性について啓発します。 

 

 

施策の方向 
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指  標 現  況 2023 年度末 出  典 

周産期死亡率（出生千対） 
3.3 

（全国 3.6） 
3.3 未満 

「平成 29 年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉

部） 

※全国：「平成28 年人口動態統計」（厚生労働省） 

新生児死亡率（出生千対） 
1.2 

（全国 0.9） 
0.9 

「平成 29 年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉

部） 

※全国：「平成28 年人口動態統計」（厚生労働省） 

周産期母子医療センター及び病

院勤務産婦人科医師１人当たり

の分娩取扱数 

102.5 件 90 件 
「平成２9 年度宮城県周産期医療機能調査」（県保健福祉

部） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

数値目標 

＜周産期医療の用語について＞ 

 

● 周産期 

妊娠22週から出生後7日未満までの期間 

● 新生児期 

生後から生後28日未満までの期間 

● 乳児期 

生後から1歳未満までの期間 

● 周産期死亡率 

年間周産期死亡数÷（年間出生数＋年間の妊娠満22週以後の死産数）×1,000 

● 出生率 

年間出生数÷10月1日現在日本人人口×1,000 

● 新生児死亡率 

年間新生児死亡数÷年間出生数×1,000 

● 乳児死亡率 

年間乳幼死亡数÷年間出生数×1,000 

● 人口動態統計 

1年を通して厚生労働省が行う出生・死亡・死産等の集計 

● 宮城県周産期医療機能調査 

宮城県内の産科・産婦人科，助産所等の医療従事者数や分娩状況等の調査 

● 未受診妊婦 

全妊娠経過を通じての産婦人科受診回数が3回以下，又は，最終受診日から3ヶ月以上受診がない妊婦 

● 飛び込み出産 

未受診妊婦又は産気づいて初めて医療施設を受診する妊婦が出産すること 
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第１０節 小児医療 

 

 

 

１ 宮城県の小児医療の現状 

● 全人口に占める小児人口の割合は，仙台医療圏以外は県平均を下回り，年々低下しています。 

● 平成２８（２０１６）年の県の乳児（生後１年未満）死亡率は２．３（全国２．０）と前年の１．６から

増加していますが，平成２４（２０１２）年以降は，全国平均前後の値で推移しています。 

 

【図表５－２－１０－１】圏域別小児人口 

区        分 

小 児 人 口（人） 

0～４歳 ５～9歳 10～14歳 合 計（全人口割合％） 

宮 城 県  88,787 95,243 101,973 286,003（12.3） 

 仙南医療圏 5,884 6,979 7,634 20,497（11.6） 

 仙台医療圏 61,587 64,309 66,567 192,463（12.6） 

 大崎・栗原医療圏 9,587 10,862 12,183 32,632（11.8） 

 石巻・登米・気仙沼医療圏 11,729 13,093 15,589 40,411（11.5） 

     出典：「平成２７年国勢調査」（総務省統計局） 

 

【図表５－２－１０－２】乳児死亡率の年次推移（出生千対） 

  

出典：「人口動態統計」（厚生労働省） 

現状と課題 

【目指すべき方向性】 

● 小児医療の安定的な提供のため，小児科医師の確保や定着に努めるとともに，医療資源の集約化・重点

化や連携体制を強化し，小児医療体制の構築を推進します。 

● 小児救急体制の維持・強化を図るほか，持続可能な小児救急医療を効率的・効果的に提供するため，休

日・夜間における適切な受診を誘導する取組を支援します。 

● 小児科医師の確保・定着を推進するため，小児科専門医の育成やキャリア形成を支援します。 

● 発達障害を持つ子どもや医療を要する子どもを地域全体で支える体制を構築するため，人材の育成や関

係機関との連携による相談体制の充実，レスパイト入院先の拡大に努めます。 

● 災害時の小児医療体制の強化を図るため，災害時小児周産期リエゾンを育成します。 

※平成23年の死因の約半数が「不慮の事故」によるもの

であり，東日本大震災の影響と思われます。 

4.7

2.2

2.6

1.9
1.6

2.3

2.3 2.2 2.1

2.1
1.9

2.0

1

2

3

4

5

平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

宮城県

全国

（人） 
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【図表５－２－１０－３】圏域別乳児死亡数・率（再掲） 

区        分 
乳児死亡数（人） 乳児死亡率（出生千対） 出生数（人） 

平成27年 平成28年 平成27年 平成28年 平成27年 平成28年 

全   国 1,916 1,928 1.9 2.0 1,005,677 976,978 

宮 城 県 28 40 1.6 2.3 17,999 17,347 

 仙南医療圏 4 1 3.5  0.9 1,148 1,074 

 仙台医療圏 17 30 1.3  2.4 12,637 12,396 

 大崎・栗原医療圏 5 2 2.6  1.2 1,914 1,697 

 石巻・登米・気仙沼医療圏 2 7 0.9  3.2 2,300 2,180 

出典：「人口動態統計」（厚生労働省）      

 

２ 医療提供体制の課題 

（１）医師の状況 
● 小児科医師の数は，全国では増加傾向にありますが，本県における増加率は全国に比べ低い状況です。ま

た，小児人口１０万人当たりの小児科医師の数は，全国では１０７．３人であるのに対し，本県は 
９９．６人に止まっています。 

● 地域別にみると，病院勤務医の８割が仙台医療圏に集中しており，県内における小児科医師の偏在が顕著

となっています。 
● 東北大学において，小児・新生児の医療を担う小児科医師を養成し，県内各地域への派遣や定着のための

取組を行っています。 

 

【図表５－２－１０－４】小児科（主たる）従事医師数 

区  分 

小児科医師数（人） 小児科専門医（人） 

病院 診療所 合 計 小児人口10万対 医師数 小児人口10万対 

宮城県 

平成28年 185 99 284   99.6  226 79.3 

平成22年 162 105 267 86.6 185 60.0 

全国 

平成28年 10,355 6,582 16,937 107.3 13,551 85.9 

平成22年 9,308 6,562 15,870 94.4 10,972 65.3 

出典：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省） 

 

【図表５－２－１０－５】病院に勤務する小児科医師数 

区        分 小児科医師数（人） 

 常 勤 医 非常勤医（常勤医換算） 

宮 城 県  131 27.6 

 仙南医療圏 8 0  

 仙台医療圏 106 21.6  

 大崎・栗原医療圏 9 2.4 

 石巻・登米・気仙沼医療圏 8 3.6  

出典：「平成２８年度宮城県医療機能調査」（県保健福祉部） 
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（２）医療施設の状況 
● 小児科を標榜する医療機関の数は，年々減少しています。 
● 小児科を標榜する診療所には，内科の医師が小児医療を担っている場合も多く見られます。また，病院に

おいては，小児科の常勤医師が１～２人体制である病院が半数を占めており，小児科医師の負担が大きい

状況にあります。 
● 地域に必要な小児医療体制を確保するためには，拠点となる小児医療機関の整備を進めるとともに，一次

小児医療を担う地域のかかりつけ医との連携体制を構築することが重要です。 
● 小児慢性特定疾病を取り扱う医療機関として，平成２９（２０１７）年５月時点で２４２の医療機関が指

定されています。また，小児慢性特定疾病情報センターを通じた情報提供や，患者団体による相談の受付

など，支援体制の整備が進んでいます。 
 
【図表５－２－１０－６】小児科を標榜する医療機関数 

区        分 

小児科を標榜する医療機関数 

病 院 診療所 合 計 
増減 

平成２0年 平成２6年 平成２0年 平成２6年 平成２0年 平成２6年 

宮 城 県  51 45 339 306 390 351 ▲39 

 仙南医療圏 5 4 21 20 26 24 ▲2 

 仙台医療圏 30 26 233 210 263 236 ▲27 

 大崎・栗原医療圏 6 8 41 36 47 44 ▲3 

 石巻・登米・気仙沼医療圏 10 7 44 40 54 47 ▲7 

  出典：「医療施設（静態・動態）調査」（厚生労働省）  

 
（３）小児救急医療体制 

● 休日の小児初期救急医療は，在宅当番医制や休日夜間急患センターにより対応していますが，夜間は十分

な体制をとれない地域もあります。 
● 二次救急医療は，仙台市が小児病院群輪番制を実施していますが，その他の地域はオンコールなどにより

対応しています。なお，急患センターと地域小児医療センターには，東北大学病院から土日・夜間に小児

科医師が派遣されています。 
● 三次救急医療は，小児中核病院（東北大学病院と宮城県立こども病院）が中心となって対応しています。 
● 災害医療コーディネーターのサポート役として，災害時小児周産期リエゾンを育成し，災害時における小

児医療体制の整備を進めています。 
 

（４）病院前小児救急 
● 夜間の子どもの急病時における保護者の不安を軽減し，不要不急の受診を抑制するために，「宮城県こど

も夜間安心コール」を毎日午後７時から翌朝午前８時まで実施しています。 
● ３歳未満の子どもに関する相談件数が過半数を占めており，最も多い相談内容は「発熱」が２５．４％と

なっています。 
●  利用率は地域によってばらつきがあり，特に利用が少ない地域での活用促進に向け，さらなる普及啓発が

求められています。 
● また，「こどもの救急ホームページ」では，生後１カ月から６歳までの小児を対象に，診療時間外に病院

を受診するかどうか，判断の目安を知ることができます。 
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【図表５－２－１０－７】宮城県こども夜間安心コール小児千人当たりの相談者数（準夜帯） 

      

出典：「宮城県こども夜間安心コール事業報告」（県保健福祉部） 

 
（５）発達障害を持つ小児への支援 

● 発達障害が疑われる小児数は，人口の約７％と推定されており，幼児期から成人期まで切れ目の無い支援

が必要です。専門医による医療相談の実施や，療育や就労に関する相談窓口が設置されるなど，支援体制

の整備が進む一方で，発達障害に対する理解と知識を持つ医療スタッフが限られていることから，人材の

育成が課題となっています。また，発達障害専門施設での受診を希望しても，初診までに時間がかかる状

況です。 
● 保健部門，福祉部門，教育部門と連携しながら，地域での生活支援や日頃のケア，就学就労支援など生涯

を通じて本人の自立，社会参加を全般的に支援していくための連携体制が必要です。 
 

（６）在宅医療的ケアを必要とする小児への支援 
● 医療的ケアを必要とする小児の在宅生活は，限られた地域の医療・福祉資源の中で，家族の献身的な負担

によって成り立っています。 
● 家族へのアンケートによると，在宅での主な医療的ケアは「喀痰吸引」や「吸入」が多く，家族が実施し

ているケースが多く見られます。また，今後利用したいサービスとしては「レスパイト」や「短期入所

（ショートステイ）」といった，家族や介護者の負担軽減を目的としたサービスを希望する声が多い一方

で，そのサービス自体がない地域もあります。このような現状を踏まえ，医療型短期入所の病床確保をモ

デル的に実施する等，サービス提供体制整備の推進に努めています。 
● 在宅医療的ケアが必要な小児とその家族が安心して医療を受けるためには，医療・保健・福祉・教育の各

部門が密接に連携したネットワークの構築が重要です。 
● この他，医療従事者を対象とした研修会による人材育成や，小児在宅医療を専門とする診療所が県内に初

めて開設されるなど，県内における小児在宅医療体制の整備が進められています。 
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【図表５－２－１０－８】小児医療提供体制イメージ≪小児医療・救急医療≫ 

 

 

 

小児医療機能の現況 

 

凡例：第４回医療計画の見直し等に関する検討会（厚生労働省）資料１より 

 

地域振興小児科    地理的に孤立し，その地域に不可欠な小児科。 

日常的な小児医療を提供。 

 

地域小児医療センター ２４時間体制で小児二次医療を提供。 

 

小児中核病院     他の小児中核病院や地域小児医療センターと 

               ネットワークを構築し，網羅的・包括的な  

               高次医療・三次医療を提供。 

   休日夜間急患センター   

（輪）  仙台市小児病院群輪番制参加病院 

登米市立登米市民病院 

石巻・登米・気仙沼医療圏 

小児人口 (人 )       

 小児科を標榜する病院数  

 小児科を標榜する診療所数 

仙南医療圏 

小児人口 (人 )       

 小児科を標榜する病院数  

 小児科を標榜する診療所数 

仙台医療圏 

小児人口 (人 )       

 小児科を標榜する病院数  

 小児科を標榜する診療所数  

みやぎ県南中核病院 

仙台市立病院 
仙台赤十字病院（輪） 

宮城県立こども病院（輪） 

東北大学病院 
仙台医療センター（輪） 

石巻赤十字病院 

栗原市立栗原中央病院 

大崎市民病院 

気仙沼市立病院 

東北公済病院（輪） 

東北労災病院（輪） 

ＪＲ仙台病院（輪） 

オンコール 

オンコール 

オンコール 

オンコール 

オンコール 

オンコール 

大崎・栗原医療圏 

小児人口 （人）          

小児科を標榜する病院数     

 小児科を標榜する診療所数    

３２，６３２ 

８ 

３６ 

２０，４９７ 

４ 

２０ 

４０，４１１ 

７ 

４０ 

１９２，４６３ 

２６ 

２１０ 

出典：「平成28年度宮城県医療機能調査」（県保健福祉部）， 

「平成26年医療施設（静態・動態）調査」（厚生労働省）， 

「小児医療提供体制に関する調査報告書」（日本小児科学会 

雑誌），県保健福祉部調査（平成29（2017）年10月現在） 
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１ 小児医療提供体制の充実 

● 日中の一次小児医療は，地域のかかりつけ医が担い，夜間・休日の時間外診療は，小児医療資源を集約的

に配置し対応することで，良質で継続可能な小児医療体制を目指します。 
● 限られた医療資源を効果的に活用するため，子どもの状態に応じた適切な医療機関の受診を促します。 

 

２ 小児救急医療体制の整備 

● 二次医療圏を中心に，平日夜間・休日の小児救急医療提供体制を整備します。 
● 保護者等に対して，「宮城県こども夜間安心コール」や「こどもの救急ホームページ」などを通して初期

救急時の対応に関する情報を提供し，不安軽減を図るとともに，救急医療機関への適切な受診の啓発に努

めます。 
● より身近な入院管理体制の整った医療機関での小児救急医療の充実を図るため，医療機能の集約化を推進

し，持続可能で良質な医療を効率的，効果的に提供していくことを目指します。 
● 災害時の体制強化を図るため，災害時小児周産期リエゾンを育成し，地域におけるネットワークの構築や

情報収集等の体制を整備します。 
 

３ 小児科医師の確保・定着 

● 東北大学小児科の「小児科研修プログラム in MIYAGI」＊によって小児・新生児の医療を担う小児科専門

医を育成し，効率的に配置するとともに，小児科医師のキャリア形成を支援し，県内への医師定着を推進

します。 
 

４ 発達障害を持つ小児への支援 

● 発達障害児について専門的な知識を持つ医師，看護師等の医療従事者を育成し，診療・支援施設に適切に

配置されるよう努めます。 

● 自治体等が設置する各種相談窓口との連携を図りながら，医療機関の適切な受診につなげます。 

 

５ 在宅医療体制の整備 

● 医療依存度の高い子どもに対応できる医師，訪問看護師を育成・支援していきます。また，介護職員がた

んの吸引等を行うための研修を実施します。 

● 在宅医療による家族の負担軽減を図るため，地域の医療・福祉資源の開発や育成，医療型短期入所（レス

パイト）の拡充に努めます。また，利便性の向上を図るため，有用な情報の集約・発信に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 「小児科研修プログラム in MIYAGI」 

東北大学小児科を核とし，宮城県立こども病院などの拠点病院小児科が参加する小児科専門医育成プログラムです。 

施策の方向 
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指  標 現  況 2023年度末 出  典 

乳児死亡率（出生千対） 
2.3 

（全国2.0） 
2.0 「平成28年人口動態統計」（厚生労働省） 

小児人口１万人当たりの 

小児科医師数 

10.0 

（全国10.7） 
10.7 

「平成2８年医師・歯科医師・薬剤師調査」

（厚生労働省） 

小児人口１千人当たりの 

小児救急電話相談の相談件数

（準夜帯） 

36.8 40.1 
「平成28年度宮城県こども夜間安心コール

事業報告」（県保健福祉部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜子どもの急病時に役立つ情報＞ 

● 宮城県こども夜間安心コール（＃８０００） 

子どもの急な発熱やけが等にどう対応すればよいのか，すぐ受診した方がよいのか判断に迷った時，子ども

の症状に応じた適切な対処の仕方や，受診する病院など，看護師が相談をお受けします。 

 ・ 相談受付時間  毎日 午後７時～翌朝午前８時 

・ 電話番号    ＃８０００ 

          （プッシュ回線以外の固定電話・ＰＨＳからは０２２－２１２－９３９０）  
 

● こどもの救急ホームページ（公益社団法人 日本小児科学会） 

お子さんの症状をチェックすることで，すぐに病院を受診するかどうか，判断の目安を紹介しています。 

・ 対象年齢    生後１カ月～６歳までの子ども 

・ ＵＲＬ     http://kodomo-qq.jp/ 

数値目標 
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【目指すべき方向性】 

● 住み慣れた地域で自分らしい生活を望んでいる住民に適切な在宅医療が提供されるよう，市町村や関係

団体と連携を図りながら，普及啓発や体制整備を推進します。 

● 退院から看取りまで切れ目ない医療・介護サービスの提供に向けて，訪問診療を実施する医療機関や訪

問看護ステーションの増加・規模拡大，後方支援体制の充実等に努めます。 

● 在宅療養支援体制を充実させるため，各地域における関係機関の取組を支援するとともに，在宅医療を

担う医療従事者や多職種連携に資する人材を育成します。 

第１１節 在宅医療 

 

 

 

 

 

 

 

１ 宮城県の在宅医療の現状 

（１）在宅医療のニーズの増加 
● 在宅医療（在宅歯科医療を含む。）とは，治療や療養を必要とする患者が，通院困難な状態にあっても居

宅等の生活の場で必要な医療を受けられるように，医師等が居宅等を訪問して看取りまで含めた医療を提

供するものである，とされています。 
● 平成２９（２０１７）年３月末現在における宮城県の６５歳以上の高齢者人口は６０６，８５１人で，高

齢化率は２６．３％です。在宅一人暮らし高齢者数は１１１，１２０人で，６５歳以上の人口に占める割

合は１８．３％となっています。 
● 生活習慣病（慢性疾患）が死因の上位を占めるといった疾病構造の変化や高齢化が進展する中で，要介護

認定者や認知症患者は大幅に増加しており，自宅や地域で疾病や障害を抱えつつ生活を送る方が今後も増

加し，また，多様化していくと考えられます。なお，こうした在宅医療ニーズへの対応に併せて，疾病の

発症を抑制していくことも求められています。 
● 医療技術の進歩等を背景に，退院後も医療的ケアを受けながら日常生活を営む小児や若年層の患者が増加

しています。胃ろう経管栄養，中心静脈栄養，在宅腹膜灌流等医療依存度の高い方や，重度障害を持つ小

児，重度のがんで療養している方が，生活の場で安心して過ごせる医療の提供が必要です。 

 

（２）地域医療構想 
● 平成２８（２０１６）年１１月に策定した宮城県地域医療構想において，２０２５年の在宅医療等＊１の需

要は，県全体で最大２５，８５２人（うち訪問診療１２，２５５人）と推計されています。これは，平成

２５（２０１３）年と比較して約３７％の増加となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

＊１ 地域医療構想ガイドラインでは，在宅医療等の範囲について，「居宅，特別養護老人ホーム，養護老人ホーム，有料老人ホーム，介護老人保健

施設，その他の医療を受ける者が療養生活を営むことができる場所であって，現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を指し，

現在の療養病床以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定」するとしています。 

 

現状と課題 
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10,117 13,597 15,163 16,138 16,216 
8,693 

12,255 13,999 15,043 15,193 

0

20,000

40,000

2013年度 2025年 2030年 2035年 2040年

訪問診療が受け皿となる分

特養，老健等が受け皿となる分

18,810
25,852 29,162 31,181 31,409

【図表５－２－１１－１】在宅医療等に係る医療需要の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域包括ケアシステム 

● 在宅医療は，住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられるよう，入院医療や外来医療，介護，福祉サー

ビスと相互に補完しながら，患者の日常生活を支える医療であり，地域包括ケアシステムに不可欠な構成

要素とされています。 

● 地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の一つとして，市町村が在宅医療・介護連携推進事業を実施し

ており，県には広域的・補完的に市町村を支援することが求められています。 

 

２ 医療提供体制の現状と課題 

（１）入院医療機関から在宅への退院の支援 

● 入院医療から在宅医療等への円滑な移行のために，入院初期から退院後の生活を見据えた退院支援の重要

性が高まっています。県内で退院支援を実施している診療所・病院は４８ヶ所（NDB，平成２７ 

（２０１５）年度）にとどまり，実施する医療機関の増加とともに，入院医療機関と在宅医療に係る機関

との協働による退院支援の実施が求められています。 

● 在宅医療は，５疾病（がん，脳卒中，心筋梗塞等の心血管疾患，糖尿病，精神疾患）・５事業（救急医療，

災害医療，へき地医療，周産期医療，小児医療）それぞれと関係する医療です。これらの医療提供体制を

考える際には，在宅医療との連携について考慮する必要があります。 

 

（２）日常の療養生活の支援 

● 在宅での療養生活においては，関係機関が連携し，医師，歯科医師，薬剤師，看護師，リハビリテーショ

ン専門職，管理栄養士，ケアマネジャー等の多職種協働により，患者とその家族を支えていく体制が重要

です。 

● また，医療資源が少ない地域は移動時間が長くなるなど，在宅医療の効率的な提供に向けた課題もありま

す。各関係機関の体制整備とともに，地域の状況に応じた医療機関相互の連携，多職種連携の体制を構築

していく必要があります。 

 

【図表５－２－１１－２】県内在宅医療関係機関 

 

訪問診療を実  訪問看護ステ

ーション数 

 
※２ 

訪問看護を実

施している診

療所・病院数 
※３ 

在宅療養支援

歯科診療所数 

 
※１ 

訪問薬剤指導を実

施する薬局数（介

護保険） 
※４ 

施している診

療所・病院数 
※３ 

在宅療養支援

診療所数 
※１ 

在宅療養支援

病院数 
※１ 

宮城県 301 124 23 134 107 102 273 

仙南 29 4 4 6 6 10 15 

仙台 174 83 12 98 60 68 197 

大崎・栗原 50 18 4 13 21 7 29 

石巻・登米・気仙沼 48 19 3 17 20 17 32 

出典：※１「施設基準の届出受理状況」（平成２９（２０１７）年６月１日現在）（東北厚生局） 

※２「宮城県内の介護サービス事業者リスト」（平成２９（２０１７）年６月１日現在）（県保健福祉部） 

※３「NDB」（平成２７（２０１５）年度）（厚生労働省） 

※４「介護DB」（平成２９（２０１７）年３月現在）（厚生労働省） 

 

 

 

 

（注）訪問診療は，レセプトデータにおいて，「在宅患者訪問診療料 同一建物居住者以外」「在宅患者訪問診療料 同一建物居住者 特定

施設等入居者」「在宅患者訪問診療料 同一建物居住者 特定施設等以外入居者」のいずれかを算定したことのある患者数で，２０１３年度

の１２ヶ月分を合計し，１２で除して算出した二次医療圏別・性年齢階級別の受療率に二次医療圏別・性年齢階級別の将来人口を乗じて推

計。 

（人／日） 
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① 訪問診療 

● 県内で訪問診療を実施している診療所・病院は３０１ヶ所です。そのうち２４時間の対応が可能である在

宅療養支援診療所は１２４ヶ所，在宅療養支援病院は２３ヶ所あります。 

● これらを人口１０万人当たりでみると各医療圏で差が見られるため，均てん化が求められるとともに，今

後の在宅医療の需要に対応していくため，訪問診療を実施する診療所・病院の増加を図る必要があります。 

 
【図表５－２－１１－３】訪問診療を実施している診療所・病院数    【図表５－２－１１－４】在宅療養支援診療所・病院数 

               （人口１０万対）                           （人口１０万対） 
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在宅療養支援診療所 在宅療養支援病院

 
出典：「NDB」（平成２７（２０１５）年度）（厚生労働省）  出典：「施設基準の届出受理状況」（平成２９（２０１７）年６月現在） 

（東北厚生局） 

 

② 訪問看護 

● 県内の訪問看護ステーションは１３４ヶ所，訪問看護を実施する診療所・病院は１０７ヶ所です。訪問看

護ステーションの従業者数７８０．５人のうち，２４時間体制を取っているステーションの従業者数は 

６７５．８人と，多くのステーションで２４時間対応が可能になっています。その一方で，職員が少ない

こと等から体制が充分でないステーションもあることが指摘されています。 

● 身近な地域で２４時間対応できる訪問看護ステーションの重要性は今後一層高まることが想定され，安定

的・継続的なサービスの提供に向けて，小規模なステーションの経営安定化や，医療機関の医師・看護師

との緊密な連携体制の構築を推進していくことが求められます。 

● また，医師や歯科医師の判断を待たずに，在宅医療の現場で一定の診療の補助を行うことができる，特定

行為研修を受講した看護師の活躍が期待されます。 

 

【図表５－２－１１－５】訪問看護ステーション数            【図表5－２－１１－６】訪問看護ステーションの従業者数 

（人口１０万対）                                               （人口１０万対） 
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出典：「宮城県内の介護サービス事業者リスト（平成２９（２０１７）年６月現在）」            出典：「介護サービス施設・事業所調査（平成２７（２０１５））年」 

                           （県保健福祉部）                                   （厚生労働省） 

 

③ 訪問歯科診療 

● 県内において，在宅や介護施設等で歯科訪問診療を提供している歯科診療所は２５４ヶ所です（平成２８

年度宮城県医療機能調査）。そのうち在宅又は介護施設等における療養を歯科医療の面から支援する在宅

療養支援歯科診療所は１０２ヶ所で増加傾向にありますが，歯科診療所に占める割合は１０％にとどまっ

ています。 

（ヶ所） （ヶ所） 

県平均5.8ヶ所 

（ヶ所） （人） 

県平均12.9ヶ所 
県平均6.3ヶ所 

県平均33.5人 
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● 近年，口腔のケアが誤嚥性肺炎の発症予防につながるなど，口腔と全身との関係性も広く指摘されており，

在宅療養支援歯科診療所の増加を図る一方，医療機関等との連携を更に推進していくことが求められてい

ます。 

④ 訪問薬剤指導 

● 県内の全薬局１，１２６ヶ所のうち，在宅患者訪問薬剤指導業務を実施している薬局数は医療保険では 

１０４ヶ所（平成２７（２０１５）年度），介護保険では２７３ヶ所（医療保険との重複あり，平成２９

（２０１７）年３月現在）で，薬局全体の２４％となっています。 

● 地域の薬局には，医療機関や居宅介護支援事業所と連携し，服薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基

づく薬学的管理・指導を行うことや，入退院時における連携，夜間・休日の調剤や電話相談への対応等が

求められ，こうした役割を担える薬剤師の養成が望まれます。 

⑤ 訪問リハビリテーション 

● 在宅療養者によっては，それぞれの障害部位と程度に応じて理学療法士（PT），作業療法士（OT），言

語聴覚士（ST）の関与を必要とします。適切なリハビリテーションが継続できるようにホームヘルパー

や家族等へのPＴ・OＴ・ＳＴの指導が求められます。 

 

（３）急変時対応における連携 

● 在宅療養者や家族にとって，急変時の対応に関する患者の不安や家族の負担の軽減が，在宅での療養を継

続するための重要な課題となっています。 

● 患者・家族が安心して在宅療養できるように，病状急変時にも在宅医療を担う病院・診療所，訪問看護ス

テーションが連携し，２４時間いつでも往診や訪問看護が可能な体制を構築していくことが求められます。 

● また，急変時における後方病床の確保が在宅医療に参画する上での大きな障壁になっており，入院機能を

有する病院・診療所において必要時病床を確保できる体制が，今後一層重要になることが想定されます。 

 

【図表５－２－１１－７】在宅療養後方支援病院・在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所（有床）数 

 
在宅療養後方支援病

院数 
在宅療養支援病院数 

在宅療養支援診療所

（有床）数 
計 

宮城県 6 23 21 50 

仙南 0 4 1 5 

仙台 5 12 12 29 

大崎・栗原 1 4 5 10 

石巻・登米・気仙沼 0 3 3 6 

出典：「施設基準の届出受理状況」（平成29（２０１７）年6月1日現在）（東北厚生局）      

      

 

（４）看取りについて 

● 平成２４（２０１２）年の高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）によれば，国民の５５％が，治る見

込みがない病気になった場合に自宅で最期を迎えることを望んでおり，患者や家族の生活の質（QOL）

の維持向上を図りつつ療養生活を支えるとともに，患者や家族が希望した場所で最期を迎えることを可能

にする医療及び介護体制の構築が求められています。 

● 本県の平成２７（２０１５）年の在宅死亡率をみると，２０．０％と前年（１９．７%）より増加してい

ますが，在宅での看取りを実施している診療所・病院数は１２２ヶ所と，訪問診療を実施している診療所

・病院の４割程度となっており，看取りに取り組む医療機関の増加が望まれます。 

● また，介護施設等における看取りを適切に支援することが求められています。 
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【図表５－２－１１－８】在宅看取りを実施している診療所・病院数     【図表5－２－１１－９】在宅死亡率 

                （人口１０万対） 
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出典：「NDB」（平成27（２０１５）年度）（厚生労働省）               出典：「平成27年宮城県衛生統計年報 人口動態統計」 

（県保健福祉部） 

 

 

 

  

【図表５－２－１１－１０】主な在宅医療関係機関の概況（箇所数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅医療の機能の現況 

県平均5.2ヶ所 

（ヶ所） （％） 

県平均20.0％ 

訪問診療を実施する診療所・病院及び

訪問看護ステーションがない市町村 

訪問看護ステーションがない市町村 

大崎・栗原 

訪問診療実施医療機関･････50 

訪問看護ステーション･････13 

後方支援医療機関･････････10 

在宅療養支援歯科診療所････7 

訪問薬剤指導実施薬局･････29 

仙南 

訪問診療実施医療機関･････29 

訪問看護ステーション･･････6 

後方支援医療機関･･････････5 

在宅療養支援歯科診療所･･･10 

訪問薬剤指導実施薬局･････15 

仙台 

訪問診療実施医療機関･･･174 

訪問看護ステーション･････98 

後方支援医療機関･････････29 

在宅療養支援歯科診療所･･･68 

訪問薬剤指導実施薬局･･･197 

石巻・登米・気仙沼 

訪問診療実施医療機関･････48 

訪問看護ステーション･････17 

後方支援医療機関･･････････6 

在宅療養支援歯科診療所･･･17 

訪問薬剤指導実施薬局･････32 

県全体 

訪問診療実施医療機関････301 

訪問看護ステーション････134 

後方支援医療機関･････････50 

在宅療養支援歯科診療所･･102 

訪問薬剤指導実施薬局････273 

出典：「NDB」（平成27（2015）年度）（厚生労働省） 

   「宮城県内の介護サービス事業者リスト」（平成29（2017）年6月現在）（県保健福祉部） 

   「施設基準の届出受理状況」（平成29（2017）年6月1日現在）（東北厚生局） 

   「介護DB」（平成29（2017）年3月現在）（厚生労働省） 
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【図表５－２－１１－１１】２０１３年度及び２０２５年における訪問診療の推計需要 

 
 

※ ２０１３年度は地域医療構想における「訪問診療」の需要であり，２０２５年は「訪問診療」の需要に，病床の機能分化・連携の進展に伴い発

生が見込まれる需要を追加したものです。なお，地域医療構想における構想区域ごとの需要を，市町村の性・年齢階級別人口で按分することに

より算出しています。 

 

訪問診療の将来需要 

187 人 

104 人 仙台市 

石巻市 

826 人 

674 人 

大崎市 
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気仙沼市 

431 人 
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26 人 
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100 人 

7 人 

8 人 

57 人 

54 人 
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89 人 

79 人 

東松島市 
204 人 

148 人 

蔵王町 46 人 

37 人 

村田町 

41 人 

32 人 

大河原町 

柴田町 

名取市 
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山元町 

123 人 

78 人 

6,224 人 
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72 人 

49 人 

七ヶ浜町 

129 人 

84 人 

塩竈市 

221 人 

155 人 

384 人 

302 人 

248 人 

167 人 

119 人 

82 人 

392 人 

260 人 

大郷町 

富谷市 

利府町 

松島町 

大衡村 

色麻町 
28 人 

27 人 

33 人 

28 人 

115 人 

95 人 

61 人 

56 人 

240 人 

113 人 

107 人 

92 人 

女川町 
美里町 

涌谷町 

51 人 

42 人 

72 人 

62 人 

多賀城市 344 人 

215 人 

大崎・栗原

石巻・登米

・気仙沼

仙南

603 人

469 人

仙台

県全体

12,545 人

8,709 人

増加率 

61～80％ 

21～40％ 

81%以上 

20％未満 

41～60％ 

94 人 

85 人 

上段：2025 年 

下段：2013 年度 

8,829 人

5,476 人

2,014 人

1,726 人

1,099 人

1,038 人
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１ 在宅医療についての普及啓発 

● 地域住民や入院・通院医療機関の医療従事者に対して，在宅医療についての講演会や研修会を通して，普

及啓発を促進していきます。 

 

２ 関係機関の連携推進 

● 入院から在宅への円滑な移行を図るため，入院医療機関と在宅医療に係る機関との協働による退院支援の

実施を働きかけていきます。 
● 切れ目のない在宅医療・介護が提供できる体制の構築に向け，市町村や医師会等の取組を支援します。 
● 各地域で多職種協働による在宅療養体制の構築が図られるよう，関係団体の連携を支援するとともに，広

域的に地域課題等を検討する場を確保します。 
● 訪問歯科診療を行う歯科診療所や，在宅患者の薬学的管理を担うかかりつけ薬局と，医療機関との連携強

化を推進します。 

● 自宅や介護施設等での看取りが可能となる医療及び介護体制を構築していきます。 

 

３ 在宅医療の提供体制の構築 

● 訪問診療を実施する診療所・病院や訪問看護ステーションの増加及び実施規模の拡大を推進し，小児や若

年層の患者も含め，在宅医療の需要に対応していきます。 
● 訪問診療を実施する診療所・病院と，後方支援を担う病床を有する医療機関との連携を深め，在宅患者の

急変時等に入院を含めた適切な対応が可能な体制を構築していきます。 

 

４ 人材育成 

● 在宅医療従事者の資質向上を図るための研修の実施や，人材の育成・確保に向けた取組を行う関係団体や

医療機関を支援します。 
● 医療・介護の一体的な相談・調整機能の充実を図るため，医療と介護の連携をコーディネートする人材を

育成します。 
 

 

 

指  標 医療圏 現況 
整備目標 

出 典 
2020年度末 2023年度末 2025年 

訪問診療を実施する

診療所・病院数 仙南 29ヶ所 32ヶ所 35ヶ所 36ヶ所 

「ＮＤＢ」（平成27（2015）年

度）（厚生労働省） 

 
（注）現在の訪問診療を実施する診療所・病

院における患者数が一定のまま推移した場合

の数値です。診療所・病院が患者数を増やし

て将来需要に対応していくことも想定されま

す。 

【参考】 

平成28年度宮城県医療機能調査における届

出別医療機関当たりの患者数（人/月） 

仙台 174ヶ所 214ヶ所 239ヶ所 255ヶ所 

大崎・栗原 50ヶ所 51ヶ所 51ヶ所 52ヶ所 

石巻・登米 

・気仙沼 
48ヶ所 51ヶ所 53ヶ所 55ヶ所 

在宅療養支援診療所・病院（機能強化型） 

･･････････82人 

在宅療養支援診療所・病院（上記以外） 

･･････････38人 

上記以外の診療所・病院･･････････17人 

（注）２０２３年度末以降の整備目標については，医療計画の中間年において見直しを行います。 
数値目標 

施策の方向 
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指  標 医療圏 現  況 
整備目標 

出 典 
2020年度末 2023年度末 2025年 

訪問看護ステーショ

ンの従業者数 

仙南 26.6人 45.7人 53.9人 59.4人 「平成27年介護サービス施設・事業所

調査」（厚生労働省） 

 

（注）現在の従業者当たりの利用者数が一定

のまま推移した場合の数値です。従業者当た

りの利用者数を増やして将来需要に対応して

いくことも想定されます。 

仙台 521.9人 641.1人 715.6人 766.2人 

大崎・栗原 95.2人 96.5人 97.7人 99.4人 

石巻・登米 

・気仙沼 
136.8人 145.9人 151.9人 155.8人 

 

指  標 医療圏 現  況 
整備目標 

出 典 
2020年度末 2023年度末 2025年 

在宅療養後方支援病

院・在宅療養支援病

院・在宅療養支援診

療所（有床）数 

仙南 5ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 6ヶ所 「施設基準の届出受理状況」（平成 

29（2017）年6月現在）（東北厚生

局） 

 

（注）現在の在宅療養後方支援病院等におけ

る受入患者数が一定のまま推移した場合の数

値です。後方支援病院等が受入患者数を増や

して将来需要に対応していくことも想定され

ます。 

仙台 29ヶ所 33ヶ所 36ヶ所 39ヶ所 

大崎・栗原 10ヶ所 10ヶ所 10ヶ所 10ヶ所 

石巻・登米 

・気仙沼 
6ヶ所 6ヶ所 7ヶ所 7ヶ所 

 

指  標 現  況 2020年度末 2023年度末 出 典 

在宅死亡率 20％ 23％ 26％ 
「平成27年衛生統計年報」（県保健福

祉部） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

整備目標は，国から例示された下記の方法を基本にしつつ，地域の実情を考慮して算出しています。 

 

（例）２０２０年度末における訪問診療を実施する診療所・病院数（現況値Ｈ２７（２０１５年度））の場合 

 ① 地域医療構想における２０１３年度の訪問診療の需要 

 ② 地域医療構想における２０２５年の訪問診療の需要から比例的に推計し 

   た２０２０年末の需要 

 ③ 病床の機能分化・連携の進展に伴い発生する２０２０年末の追加的需要 

④ 現況値（Ｈ２７（２０１５年度）） 

整備目標＝（②＋③）／（①＋（②－①）／（2020－2013）×（2015－2013））×④ 

増加率に現況値 

を乗じて算出 
③

追加的

需要

①

訪問診療

の需要

2013 2015 2020

②

訪問診療

の需要
訪問診療

の需要

（推計）

整備目標の算出方法について 

＜往診と訪問診療について＞ 

 往診とは，患者の求めに応じて，医師や歯科医師がその都度訪問して診療を行うことです。一方，訪問診療

とは，通院困難な患者について，患者の同意のもと，月１回や２回など定期的に訪問して診療を行うことを指

します。なお，訪問診療は，自宅を含め，医師の配置が義務づけられていない施設※（軽費老人ホーム，有料

老人ホーム，サービス付き高齢者住宅など）でも行うことができます。 

 どちらも，保険診療における訪問可能な距離は，医療機関所在地から患家まで「１６ｋｍ以内」が原則とさ

れています。 

 

※医師の配置がある施設（特別養護老人ホームや養護老人ホームなど）でも，一定の条件のもとで訪問診療を

行うことができます。また，歯科においては，自宅や施設への訪問診療が可能であるほか，医療機関への訪

問診療も可能である場合があります。 
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